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本文は p.10 へ
科学技術動向

概　要

資源問題に直面するモータ用永久磁石の
研究動向と課題

　磁石の強さの向上は、モータの高トルク・小型・軽量化を可能とし、家電等の省エネ
ルギー化を進めることにつながる。結果として、国内総消費電力の約 52% を占めるモー
タ電力の節約、次世代自動車のさらなる低炭素化、風力発電用の発電機の性能向上等を
もたらし、グリーン・イノベーションを推進する重要な要素のひとつと期待されている。
1983 年に今でも世界最強を誇るネオジム磁石が日本で誕生した。モータ用のネオジム磁
石は、低炭素社会実現に必要な次世代自動車や省エネルギー家電等を支える重要な材料
である。需要が著しく増加しているネオジム磁石の直面している喫緊の課題は資源リス
クである。特に、モータが高温環境にさらされる次世代自動車等で用いられる磁石に必
要なディスプロシウム（Dy）に資源的な問題があり、使用量を減少させるなどの研究目
標が立てられている。
　1917 年に初めて人工永久磁石が作り出されて以降、発明された磁石の種類は十数種で
あり、磁石の研究開発は、画期的な発明・発見に約 20 ～ 30 年を要する挑戦的な研究で
ある。新しい永久磁石は大胆な分野融合的発想あるいは情熱と偶然からもたらされてき
たが、その歴史をみると日本人研究者や日本発の技術は大きな役割を果たしてきている。
永久磁石の研究開発における、画期的な発明・発見のほとんどは実用化につながっており、
それらの用途は、今後のグリーン･イノベーションにおいて大きなインパクトが期待され
ている。そこで、現在すでに、永久磁石の基礎研究・基盤研究として 3 つの国家的な研
究開発プロジェクトが実施されているが、そのような公的資金の投入は今後も継続およ
び拡充すべきであろう。具体的には、先端計測技術による構造・機構解析と計算科学に
よる理論解析を組み合わせ、材料開発の新しい指導原理を獲得し、新化合物の発見や磁
石としての合金組織化へとつなげていくチームワーク型の計画研究と、異分野研究者の
磁石研究への参画を促し、個々の研究者の自由な発想に基づく研究提案を推進する公募
研究を同時並行的に推進していくことが望まれる。

モータ用永久磁石の課題と今後の基礎・基盤研究の進め方

科学技術動向研究センターにて作成
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本文は p.22 へ
科学技術動向

概　要

緊急地震速報の開発と効用

　2007 年 10 月、気象庁が一般運用に踏み切った「緊急地震速報」は、地震学の成果が
直接、生活に役立てられた実例として好評を博している。「緊急地震速報」（以下、「速報」）
とは、全国に配備した地震観測網を利して、震源に最寄りの観測点で即時解析された地
震情報から各地の震度を推定し、それらの地点に大きな揺れが到着する前に警報を送ろ
うとするものである。2010年 3月までの2年半の間にテレビ等を通じて報道された「速報」
は 14 回を数え、誤発信、予測震度誤差などによる多少の齟齬はあったものの、その性能
はほぼ想定の範囲内に収まった。しかしながら、「速報」が生み出す猶予時間は実用上ぎ
りぎりの範囲にあり、その現実的な効果がいかに発揮されるかは、今後の課題として残
されたままである。
　「速報」は、予測される震度の大きさによって「予報」と「警報」の 2種類に区分される。
前者は各分野の専門家向け、後者は一般向けとその配信先が区別され、両者における「速
報」の利用形態は全く異なる。さらに、「速報」には、震度が大きいほど猶予時間が短く
なるという逆進性があり、震源の近い内陸直下型地震の場合は震度 6 弱以上の揺れに対
して「速報」はほぼ間に合わない。実際に起きたM7.2 地震の際の状況を図に示すが、もっ
とも内側の円内では強い揺れに対して「速報」は間に合っていないという実態が読み取
れる。一方、海溝型地震の場合は 10 秒を超える猶予時間が生まれる可能性があり、特に
海底地震観測網の整備が進む次期東南海・南海地震に対しては、有効な減災効果が期待
できる。
　このように「速報」の性格と効用には、利用者側の状況によって、また発震状況によっ
て大きな差異が存在する。2 年半の実績ではまだ「速報」の本領が発揮されるべき場面
が出現していない。今後の経験を重ねていく中で、それぞれの場における利用者が、「速
報」の性格と限界を弁えた上で、もっとも効果的な利用方法を学習していく必要がある。

2008 年岩手・宮城内陸地震（M7.2）の際の「速報」
の実例（気象庁7））

緊急地震速報（予報）の
第 1報発表から主要動到達までの時間（秒）

岩手県奥州市
－（震度6強）

宮城県栗原市
1秒（震度6強）

宮城県仙台市
16秒（震度5強）

7

6強

6弱

5強

5弱

4
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トピックス1　網膜色素変性症の遺伝子治療的アプローチ

網膜色素変性症は網膜に異常を生ずる遺伝性の疾患で失明に至る場合もあり、世界には 100万人以上
の患者がいると推定されているが、根本的な治療法は確立されていない。スイスのフリードリッヒ・ミー
シャー生物医学研究所を中心とした研究チームは、本疾患の遺伝子治療へ向けて、基礎的な手法の提案
とその検証成果を 2010年 7月 23日の Science誌に報告している。網膜色素変性症では、光受容細胞
である錐体細胞は機能を失いつつも残存する。光刺激を電気信号に変換する分子であるハロロドプシン
の遺伝子を網膜色素変性症のモデルマウスの網膜に導入したところ、光に強く反応するようになり、信号
の神経細胞への伝達も確認された。また光応答に関する複数の実験でも、このモデルマウスが光を感じ
ていることを示唆する結果が得られた。ヒト網膜細胞でも同様の結果が得られ、ヒトの治療法としての可
能性がある。

網膜色素変性症は眼の中で光を感じる組織である
網膜に異常を生ずる遺伝性の疾患で、個人差が大きい
が、夜盲や視野狭窄がゆっくりと進み、失明に至る場
合がある。数千人に一人の割合で発症し、世界には
100万人以上の患者がいると推定されており、厚生労
働省の難病指定を受けている。原因遺伝子としてはこ
れまで44以上が見出されているが、根本的な治療法
は確立されていない。
スイスのフリードリッヒ・ミーシャー生物医学研究所
を中心とした研究チームは、本疾患の遺伝子治療へ向
けて、基礎的な手法の提案と、その検証に関する成果
を2010 年 7月23日の Science 誌に報告している。
通常、網膜色素変性症では、網膜で光を感ずる細
胞である錐体細胞は、機能を失いながらも残存する。
研究者らは微生物由来のハロロドプシン遺伝子を網膜
色素変性症のモデルマウスの網膜に導入した。ハロロ
ドプシンは光感受性の塩素イオンのポンプであり、光
刺激を電気信号に変換する分子である。その結果、す
でに光応答性をほとんど失っている錐体細胞が、光に
対して強く反応することが明らかになり、またその後の
神経細胞への信号の伝達も正常に起こることが見出さ
れた。網膜色素変性症のモデルマウス個体を用いた光
応答に関する複数の実験でも、網膜へ遺伝子導入し
たモデルマウスが光を感じていることを示唆する結果

が得られた。
ヒトでも同様な結果が得られるかを確認するため、
研究者らはアムステルダムの角膜バンクから正常なヒト
の網膜組織を入手し、上記同様の遺伝子導入を行っ
た。用いたヒト網膜細胞は実験の時点ですでに光感受
性を失っていたが、マウスの場合と同様に導入遺伝子
の発現と、光に対する反応性を示すことが明らかにな
った。
網膜色素変性症の遺伝子治療は、特定の変異遺伝
子に対応する正常遺伝子の導入の報告があるが、本報
告によれば、原因となる変異遺伝子とは無関係に、錐
体細胞が残存していれば有効という可能性がある。前
述の通り網膜色素変性症は多様な遺伝子変異によるも
ので、個人差も大きいことから、この手法を全ての患
者に応用することは難しい。研究者らは、すでに錐体
細胞の残存などの網膜の状態などを基にして、このよ
うな治療法に反応する可能性がより高い患者を絞り込
んでいる。
視覚はQOLに大きく影響するものであるだけに、
網膜色素変性症の治療法は遺伝子治療のほかにも網
膜移植、人工網膜、さらにはES 細胞や iPS 細胞の
利用も含め精力的に研究されている。本研究成果も一
日も早い臨床応用が期待される。

参　考
Busskamp, V. et al.“Genetic reactivation of cone photoreceptors restores visual responses in retinitis pigmentosa.” 
Science 2010 Jul 23；329（5990）：pp,413-417

ライフサイエンス分野	 TOPICS	 Life Science
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トピックス2　電力効率を大幅に改善するコンピュータ開発

2010 年 8月 6日、米国国防総省高等研究計画局（DARPA）は、Ubiquitous High Performance 
Computing（UHPC）プログラムを開始し、実行主体として 5組織を公式に発表した。UHPC プログラム
の目標は、現在のシステムよりエネルギー効率を大幅に改善し、プログラム化が容易な新しいコンピュー
タアーキテクチャとプログラミングモデルを開発することである。UHPCで開発するシステムの性能目標
は、LINPACKベンチマークで 1ペタFLOPS、電力効率目標は、50GFLOPS/Wである。電力効率目標
は、TOP500、GREEN500リスト（2010年 6月時点）で 1位のシステムと比較すると、それぞれ約 200
倍、65倍の改善に相当する。プロトタイプは 2018年までに完成する予定である。

米国国防総省高等研究計画局（DARPA）は、2010
年 8 月 6 日に Ubiquitous High Performance Comput-
ing （以下UHPCと略す） というプログラムを開始した。
2010 年 3 月に公募を開始したもので、この度、実行主
体として 5 組織を公式に発表した 1）。

UHPC プログラムの目標は、コンピューティングを電
力効率（エネルギー効率）の面で大きく改革し、プログ
ラム化が容易な新しいコンピュータアーキテクチャとプ
ログラミングモデルを開発することである。UHPC の対
象は、大量のストリーミングデータの処理、大規模グラ
フの処理など、国防総省（DoD）における高性能コンピ
ューティング処理を必要とする様 な々領域である1、2）。

UHPC で開発するシステム（以下、UHPC システム
とする）のハードウェア諸元における性能目標は、
LINPACKベンチマークで 1 ペタ FLOPS 注 1）（1 筺体
あたり）、電力効率注 2）目標は、50GFLOPS/W（1 筺体
あたり）である 2）。図表は、スーパーコンピュータの性能
を競うTOP500リスト、電力効率を競うGREEN500
リスト3）の 2010 年 6 月時点で、それぞれ 1 位にランク
されたシステムの電力効率と、UHPC システムの目標
との差である。UHPC の目標は、それぞれ約 200 倍、
65 倍の改善に相当する。

一方、プログラム作成の容易化については、ハード
ウェアの詳細な知識がなくても並列プログラミングがで
きることを目指している。

UHPC プログラムは、UHPC システムのコンセプト設
計から始まり、プロトタイプ完成までを4フェーズに分け
て進め、プロトタイプは 2018 年までに完成することとし
ている。今回選定された実行主体は、フェーズ 1（24 か月）
とフェーズ2（24 か月）を担当する。フェーズ2 の結果によ

って、その後のファンディングや研究計画が決められ、第
3、4フェーズ に向けたプロポーザルの公募が行われる。

本プログラムの実行主体は、大きく2 つの作業チームに
分けられる。複数チームからなるUHPCシステム開発チー
ム（今回は4チームの実行主体が選定された）と他方は1チ
ームの評価チームである。評価チームは、開発中のシステ
ム評価に使用するアプリケーション・ベンチマーク・評価尺
度を開発する。開発チームとして今回選定された組織は、
Intel Corporation、NVIDIA  Corporation、MITコンピュー
タサイエンス・人工知能研究所、サンディア国立研究所で
あり、評価チームはジョージア工科大学がリーダーである。

DARPA は、2010 年 6 月に Omnipresent High Per-
formance Computing（OHPC）プログラム の公募も開
始している。OHPC プログラムは、超大規模コンピュ
ーティングへ向けた新研究を目標にし、UHPC プログ
ラムとの連携が明示されている 4）。

なお、DARPAの研究が成果に結び付いているこれ
までの例としては HPCS（High Productivity Comput-
ing Systems）プログラムがある 5）。

注 1：FLOPS（フロップス）：コンピュータの処理速度を
表す単位であり、ペタFLOPS（フロップス）は 1秒間に
1千兆回の浮動小数点演算を行うコンピュータ能力。
注 2：電力効率 : 性能（FLOPS）/電力（ワットW）として
算出。

参　考
1）　http://www.darpa.mil/news/2010/UHPCNewsRelease.pdf
2）　https://www.fbo.gov/download/914/914fa5f0a69d7bedce157d916cc97b6e/UHPC_BAA_final_3-9-10_Mod1.pdf
3）　http://www.green500.org/lists.php
4）　https://www.fbo.gov/download/07e/07e8cdc8b58b203e6251c78adf13e53d/OHPC_BAA_v9_1_FINAL_C.pdf
5）　科学技術政策研究所　科学技術動向 2007年 1月トピックス

情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication

科学技術動向研究センターにて作成

図表　UHPCの電力効率と現状システムの比較 
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トピックス3　Inを使わないフレキシブルな透明電極用大面積グラフェン

2010年 8月、韓国・シンガポール・日本の共同研究グループは、大面積のグラフェンをプラスティック
を含む多様な材質の基板上に形成できる技術の開発を発表した。開発した方法は、銅フォイル上に形成
したグラフェンを、一旦熱剥離シートに移し取り、さらに目的の基板上に移し取るというものであり、今
回は PETフィルム上に対角 30インチのグラフェンを形成した。代表的な透明電極である ITOと同等の
光透過率とシート抵抗を実現し、フィルムの変形による引っ張り歪への耐久性は大幅に向上した。

2010 年 8月、韓国・シンガポール・日本の共同研究
グループは、大面積のグラフェンを、プラスティックを
含む多様な材質の基板上に形成できる技術を開発した
と発表した 1）。
グラフェンはグラファイトの1原子面を取り出したも
ので、電子デバイスへの応用が期待されている2）。光
透過性と電気伝導度が高く、柔軟性にも富むため、プ
ラスティック上に形成することで、タッチパネルなどに
利用されるフレキシブルな透明導電膜への応用も考え
られている。したがって、実用的な面積のグラフェンを
プラスティック上に形成する方法が実用化への課題とな
っていた。
上記の共同研究グループが開発した方法は、銅フォ
イル上に形成したグラフェンを、一旦熱剥離シートに移
し取り、さらに目的の基板上に移し取るというもので
ある（図表）。まず銅フォイルを真空反応炉内で1000℃
にしてメタンガスを吹き付け、グラフェンを製膜した。
銅フォイルは対角線が 30インチの長方形で、円筒状
に丸めた状態で製膜することで、大面積に均一なグラ
フェンが形成できるようになった。次にグラフェンを銅
フォイルごと熱剥離シートに圧着し、銅フォイルをウエッ
トエッチングで除去する。さらに、グラフェンを目的の
プラスティック上に熱剥離シートごと圧着し、熱処理後、
熱剥離シートを剥ぎ取る。この方法でグラフェンを積
み重ねても、層の間で原子の位置が揃わないため、層
状化合物であるグラファイトの性質は示さない。
これまでは、グラフェンを他の基板上に移し取るた
めに、一旦アクリル樹脂などをコートして、この樹脂フ
ィルムに移し取っていた。しかし樹脂フィルムは強度が
弱いため大面積のシートにできず、また最終的に有機
溶剤で除去するため、ガラスなどの有機溶剤に対して
安定である基板に応用は限られていた。熱剥離シート

は100℃程度に加熱することで粘着力が弱くなるシート
で、半導体の製造プロセスなどにも利用されている市
販品である。大面積での取り扱いが簡単であり、剥離
に有機溶剤を用いないため、プラスティックを含む多
様な基板上にグラフェンを移し取ることが可能である。
試作したPET上のグラフェンに6％の引っ張り歪を
加えてもシート抵抗はほとんど変化しなかった。従来
からの透明電極であるITOでは、クラックが発生し、
3％程度の歪でシート抵抗が増加し始め、4％では 3倍
に増大してしまう。
グラフェン1層での光透過率とシート抵抗は 97.5％
と125Ω / □、4 層積み重ねると90％と50Ω / □、
さらに硝酸のドープでシート抵抗は30Ω/□まで低減
した。これは同じ光透過率のITOとほぼ同じ値である。
共同研究グループではこのシートで3.1インチのタッチ
スクリーンを試作し、動作確認も行っている。

参　考
1）　 J-H Ahn et al.,“Roll-to-roll production of 30-inch graphene films for tranparent electrodes”, Nature Nanotech., Vol. 

5, 574,（2010）
2）　家近泰、「グラフェンの高速トランジスタ応用への注目と課題」、科学技術動向 2010年 5月号、No.110、p29

ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials

図表　基板に大面積グラフェンを積層するプロセス

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス4　イオン注入を利用した薄膜の立体微細構造の作製技術

2010年 7月、米国カリフォルニア州で開催された、第 23回真空ナノエレクトロニクス国際会議において、
（独）産業技術総合研究所 機能集積システムグループは、イオン注入を利用した薄膜の立体微細構造の作
製技術を発表した。部分的にアンダーエッチしたシリコンあるいは金属薄膜の表面へのイオン注入により
薄膜が変形する技術を用いて、リソグラフィーパターンを設計し、イオンの注入量とエネルギーを制御す
ることで、基板上に立体微細構造を容易に、高精度に作製できることを示した。この技術では、現在の
リソグラフィー技術では困難な数 10nm以下の線幅で、高さ10μm（アスペクト比約 1000）以上の立体構
造が作製できる。また、広範囲の薄膜材料とイオン種が選択可能で、今後、電子・光学集積デバイスや
MEMS等に応用される。

立体構造デバイスでは、基板上にアスペクト比の高
いμm オーダーの立体構造の形成が必要とされる。し
かしながら、従来の半導体微細加工は、基板上への
平面集積技術が主であるため、高アスペクト比を有す
る立体構造の作製に、長時間の成膜とエッチングが必
要で、スループットと制御性に課題があった。

（独）産業技術総合研究所 機能集積システムグループ
は、2010 年 7月に米国カリフォルニア州で開催の第 23
回真空ナノエレクトロニクス国際会議において、イオン
注入を利用した薄膜の立体微細構造作製技術で微小
電子源を作製したことを発表した（図表 1）。

研究グループでは、これまでに、基板上に形成した
薄膜にイオン注入することで、薄膜を基板に対し垂直方
向に曲げ、高アスペクト比の立体構造が作製できる基
本技術を開発していた 1）。まず、単結晶シリコン基板上
に、酸化シリコン層を形成し、その上にスパッタ法によ
り非晶質シリコンまたは金属薄膜を成膜する。次に、リ
ソグラフィーにより薄膜を所定の形状に加工し、曲げる
部分の下地の酸化シリコン層をエッチング除去した後、
基板表面に Ar イオンを注入する。注入量（1014 ～
1016cm－2）とエネルギー（15 ～150keV）を調整すること
により、角度を精密に制御して薄膜を曲げることが可能
である（図表 2）。この技術では、現在のリソグラフィー
技術では困難な数 10nm 以下の線幅で、高さ10μm（ア
スペクト比約 1000）以上の立体構造が作製可能である。

今回の発表では、この技術を微小電子源作製に応
用し、シリコン基板上に薄膜トランジスタとフィールド
エミッタを集積して、高安定な電子放出特性が得られ
ることを示した 2）。さらに、リソグラフィーパターンと作
製プロセスを設計することにより、簡便なプロセスで、

様 な々立体微細構造、例えば 3 次元スイッチやメモリ
の基本構造が作製できることを示した。この技術では、
広範囲の薄膜材料とイオン種が選択可能で、イオンの
注入量とエネルギーを制御することで、立体構造の曲
がり角と形状を高精度かつ再現性よく作製できる。ま
た、現状の半導体製造のイオン注入技術が適用可能
なため、300mm径の面積に均一に作製できる。今後は、
電子・光学集積デバイスや MEMS 等へ応用される。

参　考
1）　T. Yoshida et al.,“Development of Thin-Film Bending Technique Induced by Ion-Beam Irradiation”, Appl. Phys. 

Express, 2,066501（2009）
2）　T. Yoshida et al.,“Integration of TFT and VTF-FEA using Ion-Induced Bending”, IVNC 2010 Book of Abstracts 
（2010）p199.
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図表 2　イオン注入による立体微細構造作製方法

5μm

5μm

図表 1　作製された立体微細構造の走査型電子顕微鏡像

出典：産業技術総合研究所 機能集積システムグループ提供
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トピックス5　トマトの茎を用いた高濃度バイオエタノール原料製造技術

2010年 6月、愛知県産業技術研究所は、畑での再利用が困難なトマトの茎から、バイオエタノール原
料となる糖液を従来より高濃度で回収することに成功したと発表した。トマトの茎のようなセルロース系
バイオマスでは、前処理工程で大量の水を加えて糖分に分解していたため、糖液濃度が低く最終的に得
られるエタノールも低濃度で、蒸留に多くの熱エネルギーを必要とするという課題があった。今回の新技
術では、非水溶性の溶媒を添加して糖分を発生させた後、少量の水を加えることにより高濃度の糖液が
得られ、発酵後のエタノール濃度が従来より 8倍高くなった。エネルギーのロスを減少させ、発酵・蒸留
装置の小型化も可能であり、畑での再利用が困難だった農業廃棄物を有効活用できる。また、他のセルロー
ス系バイオ原料への応用が期待できる。

2010 年 6月、愛知県産業技術研究所は、畑での再
利用が困難なトマトの茎から、バイオエタノール原料と
なる糖液を従来より8倍高濃度で回収することに成功
したと発表した。合理的にエタノールが製造できる見
通しが得られ、トマトの茎など県内の主要な農業廃棄
物の有効利用と廃棄物処理費の削減ができる。
バイオエタノールは、非化石由来の液体燃料であり、
石油代替燃料のひとつとして期待されている。自動車
燃料を主な利用先とし、食用に供すべき穀物などから
ではなく、未利用の茎や葉などのセルロース系バイオ
マスから得ることが望まれている。トマトの茎は、愛
知県ではキャベツ、ブロッコリーに次いで発生量の多
い農業系廃棄物であり、畑での再利用が困難で、トン
当たり数万円の処理費がかかることから、有効な利用
法が求められていた。
しかし、トマトの茎からエタノールを得ようとする場
合、そのままでは長大な分子構造のため発酵・分解し
にくいことから、前処理として、繊維を分解して糖分に
する必要がある。従来の技術では、原料に大量の水
を加えて分解反応を起こしていたが、糖液の濃度が数
%と低く、発酵後のエタノール水溶液も低濃度となる。
エンジン用燃料として使用するエタノールは 99% 程度
の濃度が求められるため、低濃度の場合、蒸留して水
分を除去する工程が必要となり、この工程で大量の熱
エネルギーが消費されることから、合理的なエタノール
化ではなかった。
同研究所が開発した新しい技術では、前処理で使
用する大量の水の代わりに、非水溶性の溶媒を添加し
て分解反応を行う。糖分が生成したのち少量の水を添
加すると糖分は水に移行し、その水を回収して発酵工
程で使用する。この方法により従来技術よりも糖分濃
度が 8倍高い糖液が得られ、発酵後のエタノール水溶

液も高濃度になり、蒸留のために投入する熱エネルギ
ーを差し引いても燃料として成り立つ。また、発酵・蒸
留工程の機器の容量も1/8 程度にコンパクト化され、
溶媒も繰り返し利用できる。現在、同研究所では、県
内で技術移転先の企業を募っている
この技術は、他のセルロース系バイオ原料への適用
できる。同様の課題を抱える地域にとっても参考となる。

参　考
1）　愛知県産業技術研究所プレスリース（6月 22日）　http://www.aichi-inst.jp/newsrelease/up_docs/P220624.pdf
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図表　高濃度バイオエタノール製造工程の概略図
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トピックス6　水素燃料レシプロエンジンを搭載した飛行機の開発

2010年 7月、米国ボーイング社は水素燃料のレシプロエンジンを搭載した無人飛行機に関する発表を
行った。両翼は長さ約 46m、フォード社製 150馬力の 2.3リッター 4サイクル水素燃料エンジンを 2基
搭載し、飛行速度は 280km/h、積載重量は約 200kgである。自動車用に開発した水素エンジンの技術
を流用でき、低燃費化により高度約 20,000mの成層圏で連続 4日間の飛行が可能である。飛行時に
CO2を排出しない環境負荷の低いクリーンな飛行機であり、2011年の初飛行に向け地上でのテストが行
われる。成層圏での気象観測や軍事用偵察機としての利用が想定されるが、今後、高高度成層圏におけ
る長時間飛行が可能になれば、人工衛星の代替として地球観測や災害時における通信・放送分野での利
用も考えられる。

米国ボーイング社は 2010 年 7月に水素燃料のレシ
プロエンジンを搭載した無人飛行機に関する発表を行
った 1）。水素から動力を得る方法としては、水素と酸
素の化学反応により電気を取り出す水素燃料電池とモ
ーターの組み合わせ、水素を燃焼させる水素燃料ジェ
ットエンジン、水素燃料レシプロエンジンの3 種類が
ある。すでに同社は欧州の大学・企業グループと共に、
水素燃料電池を用いたモーターグライダーを開発して有
人飛行を実現している2）が、高度は1,000m程度で飛
行時間も20 分間と短かった。また、1930 年代のジェ
ットエンジン開発初期に水素燃料が使用された例があ
るが普及はしなかった。今回発表された飛行機では、
水素燃料のレシプロエンジンを搭載し、高度約
20,000mの成層圏で連続 4日間の飛行が可能である。
開発された飛行機（図表）の両翼の長さは約 46mあ
り、出力が 150馬力のフォード社製 2.3リッター4サイ
クル水素燃料エンジンを2 基搭載している。これらの
エンジンによりプロペラを回転させて推進力を得る。
飛行速度は約280km/h、積載荷重は約200kgである。
ジェットエンジンではなくレシプロエンジンであるた
め、自動車用に開発した水素燃料のエンジン技術を
流用できる点が特徴である。これまでは、水素エンジ
ンの低燃費化技術が長時間飛行の課題とされていた
が、低燃費化を実現することで長時間飛行が可能とな
った。水素燃料を使用する飛行機の場合、液体水素
の密度が低いため燃料タンクが大型化する。そのため、
大型の燃料タンクを考慮した機体の設計にしなければ
ならない。また、水素燃料を低温に保つための断熱シ

ステムも重要な技術要素である。
水素燃料のエンジンを用いることで、飛行時のCO2
排出は抑制されるが、過酸化水素類や窒素酸化物が
排出される問題は残る。さらに、水素燃料製造時のコ
ストやエネルギー消費の問題もあり、よりクリーンな飛
行機にするためには包括的な環境負荷性能の検討が
必要である。
米国カリフォルニア州のNASAドライデン飛行研究
センターに導入され、2011年初めの初飛行に向けた地
上でのテストが行われている。開発された飛行機の用
途としては成層圏での気象観測や軍事用偵察機として
利用が想定されている。今後、高高度成層圏における
長時間飛行が可能になれば、人工衛星の代替として地
球観測や災害時における通信・放送分野での利用も考
えられる。

参　考
1）　ボーイング社 ニュースリリース 2010年 7月 12日：http://boeing.mediaroom.com/index.php?s=43&item=1306
2）　ボーイング社 ニュースリリース 2008年 4月 3日：http://www.boeing.com/news/releases/2008/q2/080403a_nr.html
3）　水素燃料航空機調査会、水素燃料航空機の国内外検討調査、宇宙航空研究開発機構特別資料（2008）

ものづくり分野	 TOPICS	 Manufacturing

出典：参考文献1）

図表　水素燃料のレシプロエンジンを搭載した飛行機
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1   はじめに

科学技術動向研究

資源問題に直面するモータ用永久磁石の
研究動向と課題

小澤　純夫
客員研究官

　低炭素社会実現に必要な次世代
自動車、省エネ家電等の基盤技術
の一つがモータ用のネオジム磁石
である。需要が著しく増加してい
るネオジム磁石の直面している喫
緊の課題は、資源リスクである。
特に、モータが高温環境下となる
ハイブリッド自動車、プラグイン・
ハイブリッド自動車、電気自動車
といった次世代自動車等で必要と
なる磁石のディスプロシウム（Dy）
の資源問題が深刻である。
　磁石の強さの向上は、モータの
高トルク・小型・軽量化を可能と

し、家電等の省エネルギー化を進
め、国内総消費電力の約 52%を占
めるモータ電力の節約、次世代自
動車のさらなる低炭素化、風力発
電用の発電機の性能向上等をもた
らし、グリーン・イノベーション
を推進すると期待されている。
1917 年の本多光太郎氏によるKS
磁石鋼の発明以来、磁石の開発・
製造・応用は日本が世界に誇れる
技術であり、一貫して世界をリー
ドしてきた。資源リスクへの対応
とグリーン・イノベーションの推
進が求められる中で、産業界など

の有識者らから、産学官の磁石研
究者の総力を結集して磁石イノ
ベーションを推進するために、磁
石の研究開発のための人材育成を
図るよう期待が寄せられている。
　このような課題認識に基づき、
2010 年 6 月 17 日に産学官からな
る「東北モータ磁石イノベーション
戦略会議」が設立された 1）。本稿で
は、当会議での議論を参考に、モー
タ用永久磁石の研究動向と課題に
ついて述べる。

2   永久磁石の歴史

2─1
永久磁石のエネルギー積の

年次変化

　人類が天然の永久磁石を見つけ
たのは紀元前であり、紀元前 600
年には、ギリシアのマグネシアと
呼ばれる地方で天然に磁化された
磁鉄鉱を利用していたと言われて
いる 2～ 4）。しかし、人類初めての

人工的な永久磁石は、1917 年に本
多光太郎氏が発明したKS鋼であ
る。本多氏は、可能性のあるすべ
ての組み合わせを試験するという
徹底した実験主義と、「人間はねば
りだ、努力だ」という精神によって、
KS鋼の発明を生んだと言われてい
る。
　図表 1の永久磁石の開発の歴史
を見ると、約90年間で永久磁石の
強さは約 60 倍となっている。20
世紀に入り工業的に応用できる強

力な永久磁石が登場したが、永久
磁石の発展の歴史では、日本人研
究者や日本の技術は常に大きな役
割を果たしてきた。KS鋼の発明の
後、1930年には、加藤・武井両氏が、
フェライト磁石の基礎となるOP
磁石を発明した。1932 年には三島
徳七氏が、アルコニ磁石の原点と
なるMK鋼を発明した。このMK
鋼は保磁力がKS鋼の 2～ 3倍で
あった。さらに、翌 1933年、本多・
増本氏らによりMK鋼の約 1.5 倍
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の保磁力を有する新KS鋼が発明
された。
　その後、永久磁石の性能は、
1960 年代の後半から、希土類磁石
であるサマリウム・コバルト磁石
の登場によって大きく飛躍した。
サマリウム・コバルト磁石は米国
の空軍研究所により 1968年に発明
されたが、その性能向上には俵好
夫氏等の日本人が貢献してきた。
そして 1983年に、佐川眞人氏の発
明により、現在まで世界最強を誇
るネオジム磁石が誕生した。
　特許庁が日本の工業所有権制度
創設百周年を機に選んだ十大発明
家の中に、本多光太郎氏（特許第
32234 号：KS鋼）と三島徳七氏（特
許第 96371 号：MK磁石鋼）と磁石
関係で二人が入っている 5）。20世
紀に発明された磁石の種類は十数
種であるが、耳目を集める画期的
な発見・発明は、約 20～ 30 年に
一度の長期間を要する挑戦的な研
究の成果であったと言える。

2─2
永久磁石の研究開発における

セレンディピティ 8、9）

　永久磁石においては、セレンディ

ピティ（偶然に幸運な予想外の発見
をする才能）により画期的新材料が
発明されてきたと言える。
　1932 年に三島氏によって発見さ
れたMK磁石の開発舞台裏は次の
とおりである。三島氏は、Fe―（25
～ 26）%Ni 合金において、磁気変
態点が過熱・冷却によって著しく
異なる理由を検討するために、添
加元素により、その変態点の差を
縮める実験に着手した。その添加
元素としてアルミニウム（Al）を選
択し、Alを添加した実験試料（Fe―
Al―Ni）を所定寸法に削りだそうと
した際に、削り屑が落ちてこない
で試料にくっついていることを偶
然に発見し、MK磁石（Fe―Al―Ni
合金）が生まれた。三島博士は永久
磁石分野の専門家ではなかったが、
幅広い知識と洞察力により偶然を
見過ごさなかった。
　1970 年に当時の松下電器産業
（株）が、1960 年にフィリップス社
が開発したマンガン・アルミ磁石
に炭素を加え、熱間押出加工法お
よび熱間鋳造加工法によるマンガ
ン・アルミ・カーボン磁石を工業
化した。この磁石は加工性に優れ
ていることから現在でも一部用途
で使われている4）。当時、マンガン・
アルミ磁石は高い結晶磁気異方性
を示し、コバルトを含有しない永

久磁石の候補として注目されてい
たが、実用化までには至っていな
かった。松下電器産業（株）の久保氏
らのグループは、マンガン・アル
ミ磁石の実用化研究において、試
料を通常のるつぼで溶解し作製し
ていたが、Si などが不純物が混入
してしまうため、カーボンるつぼ
を用いて溶解することにした。そ
の結果、るつぼからカーボンが混
入しインゴットが一晩で粉末化し
たが、これが強力な磁石粉末であ
ることがわかり、マンガン・アル
ミ・カーボン磁石が誕生した。
　1983 年の佐川氏によるネオジム
磁石の発明は、間違った仮説によ
りもたらされたと言える 10）。佐川
氏は 1978 年に「希土類磁石の基礎
から応用まで」と題された研究会に
出席し、磁石の研究開発のヒント
を得た。研究会における浜野正昭
氏の講演に、希土類元素Rと鉄（Fe）
による金属間化合物R2Fe17 が永久
磁石にならない理由は、Feと Fe
の原子間距離が小さすぎて強磁性
状態が安定的でないとの説明が
あった。佐川氏は、鉄鋼中でCが
Feと Feの原子間距離を広げてい
ることから連想し、R2Fe17 に Cや
Bなどの原子半径が小さい元素を
合金化すれば、Feと Feの原子間
距離を広げられるのではないかと
仮設を立てた。佐川氏は翌日から
すぐに実験を開始し、多種類のR―
Fe―Cや R―Fe―B合金をアーク溶
解炉で作り、それらの磁気測定、
結晶構造観察等を行い、ついにネ
オジム磁石の発明に至った。しか
し、後日、ネオジム磁石の主相の
Nd2Fe14B 中で Fe と Fe の原子間
距離はBを含まないR2Fe17 中とあ
まり変わらず、Nd2Fe14B 中での
Feの Bによる磁気的性質改善は
Feの電子とBの電子の化学的相互
作用によるものであることが解明
された。佐川氏の研究開始時の仮
説は間違っていたものの、結果的
には多くの磁石研究者の中でも初
めてR―Fe―B系を探索し、粘り強

図表 1　永久磁石のエネルギー積の年次変化

参考文献1、6、7）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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3   モータ用永久磁石の現状

3─1
世界のモータを変えた 

世界最強のネオジム磁石

　モータの回転部分には、以前は
電磁石が使われていたが、最近は
特に小型用モータにおいてネオジ
ム磁石板が使われ、小型軽量化と
低騒音化が進んできている。ネオ
ジム磁石を使ったモータが、早く
から使われていた機器はエレベー
ターである。その後、洗濯機のモー
タにも用いられるようになり、脱
水力が向上するとともに駆動音が
小さくなった。また、重機でも用
いられるようになってきている。
従来の油圧方式ではエンジンを回
し続けるため駆動音の問題があっ

たが、ネオジム磁石を用いたモー
タを使用することにより、住宅地
や夜間工事でも重機を稼動しやす
くなっている。
　数量的には情報機器でネオジム
磁石が多く用いられている
（図表 2）。ボイスコイルモータ
（VCM）は、永久磁石の磁界中にお
かれたボイスコイルが流される電
流に比例して直進運動をするリニ
アモータであり、パソコン用のハー
ドディスクのヘッドの位置決め、
カメラのズーム・絞り・シャッ
ター、微細加工機のアクチュエー
タ等として用いられている。また、
携帯電話の薄型化にもネオジム磁
石は貢献している。携帯電話を薄
くする際の課題はスピーカの薄型
化であったが、超小型のネオジム
磁石の利用により、厚さ 1ミリ程

度の世界最薄スピーカの実現が可
能となった。

3─2
省エネルギー化の 

切り札であるネオジム磁石

　日本においては、1990 年代にパ
ソコンの普及等の情報機器用途を
中心としてネオジム磁石の生産が
拡大してきたが、最近はモータ用
途の比率が高まっている。ネオジ
ム磁石の生産量も急拡大してきて
いる（図表 3、図表 4）。この背景に
は、気候変動枠組条約京都議定書
の批准に伴い、CO2 等の温室効果
排出量低減のために、電力消費の
低減や機器の省エネルギー化が強
く求められるようになったことが
挙げられる。
　ネオジム磁石により、大きな省
エネルギー化が実現された機器と
して、エアコンが挙げられる。エ
アコンでは電力の大部分がコンプ
レッサ用モータの駆動に消費され
る 12）。以前は交流モータである誘
導モータが使われていたが、1981
年に初めてインバータ方式エアコ
ンが販売され、1990 年代には高効
率なブラシレスDCモータが開発
された。1999 年の改正省エネル
ギー法の施行および 2003年の省エ

図表 2　日本におけるネオジム系焼結磁石の用途

出典：参考文献 2、11）

く研究を続けて、世界最強の磁石
を生み出した。
　1990 年には、サマリウム・鉄・
窒素系永久磁石が旭化成（株）の入山
氏らによって発見された。入山氏
は、高橋実氏が発表したFeを窒
化すると飽和磁化が向上するとの
報告を聞き、窒化によって新しい
磁石ができることを知った。そこ
で、Fe―30%mass%X合金（Xは周

期律表のうち入手可能な元素）を溶
解および窒化し、結果的にサマリ
ウム・鉄・窒素系永久磁石を発見
した。入山氏も永久磁石分野の専
門家というわけではなかった。も
し専門家であれば、鉄・窒素
（Fe16N2）はソフト相であり、窒化
により飽和磁化が上昇しても結晶
磁気異方性が大きくならないと考
えがちであるため、入山氏のよう

な発想には至らなかったと思われ
る。これも異分野出身の大胆な発
想が新化合物の発見につながった
例と言えよう。
　このように歴史的に見て、新し
い永久磁石は、大胆な分野融合的
発想あるいは情熱と偶然からもた
らされてきた。
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ネルギー法基準導入に伴い、エア
コンメーカーは一斉にエアコンの
改良に乗り出し、大幅な省エネル
ギー化の実現のためにモータ性能
の向上に取り組んだ。2003年以降、
国内のほぼ全てのエアコンメー
カーがネオジム磁石を採用し、省
エネルギー化が達成されている。
ネオジム磁石を利用した新型モー
タは、旧型モータと比較して特に
低回転で効率が高く、約 30%改善
したとの報告例もある 13、14）。しか

し、世界的に見れば、非インバー
タエアコンがまだ主流である。
　現在、産業分野では永久磁石を
使用しない誘電モータが数多く使
用されているが、これらの多くを
ネオジム磁石を使用した永久磁石
モータに置き換えれば、使用する
エネルギー量を大幅に削減し、CO2
排出を大きく抑制できると期待さ
れている 14）。現在、国内総消費電
力の約 52%がモータで消費されて
いるため、モータ効率を平均 1%

向上させると50万 kW火力発電所
の約 1基分相当の電力を節約する
ことができると試算されている14）。
　近年、ネオジム磁石の利用が急
拡大している製品は自動車用モー
タである。ハイブリッド自動車は
ネオジム磁石がなければ実現でき
なかったものの一つであり、ハイ
ブリッド自動車の生産拡大に伴い、
ネオジム磁石の生産も急拡大して
いる。将来的にも、ハイブリッド
自動車や電気自動車等の次世代自

図表 3　日本におけるネオジム系焼結磁石の生産量とモータ用途の関係

出典：参考文献 2、11）

図表 4　ネオジム系焼結磁石の世界生産量推移

出典：参考文献4）
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4   モータ用永久磁石の課題と研究プロジェクト

4─1
ネオジム磁石の課題

　図表 5に、ネオジム磁石の用途
と組成の関係を示す。次世代自動
車の用途では使用中に磁石の温度
が 200℃まで上昇する。しかし、
ネオジム磁石は熱に弱いという欠
点がある。どのような磁石材料で
も温度上昇とともに保磁力は減少
するが、特にネオジム磁石では主
相のNd2Fe14B化合物のキュリー温
度（磁化がほとんどゼロになる温
度）が 312℃と低い。そのため、次
世代自動車やエアコン等の高い温
度で用いられるネオジム磁石では、
高温での保磁力を上昇させるため
希土類元素ディスプロシウム（Dy）
が添加されている。図表 6に Dy
の製品別需要割合を示す。
　一方、添加されたDyはNd2Fe14B
化合物の結晶構造においてNdサ
イトに入り、Dyの磁気モーメント
はFeと反平行に結合する性質が
あるため、磁石はＤｙ添加によっ
て磁化が減少し、最大エネルギー
積（BH）maxが小さくなるという
欠点が生じる。したがって、現在
使用されているハイブリッド自動
車用のネオジム磁石は、Ndの約
40%を Dyで置換して高保磁力を
得ているが、最大エネルギー積が
約40%小さくなっている。
　しかし、最大エネルギー積の減
少以上に深刻な問題として、資源
問題がある。Dyは希土類鉱石中の
含有量が少なく、Ndに対するDy
の自然存在比は 20%程度である。
しかも原産地が中国にほぼ限定さ
れている。将来の次世代自動車等
の需要拡大に対し、Dyの供給不足

が発生することが懸念されている。
例えば、自動車各社の社長クラス
等を委員とした次世代自動車戦略
研究会は、産学官連携によるDy
フリー磁石の研究開発の必要性を
強く訴えている 17）。
　さらには、産業界および有識者
からは、さらに性能の高い磁石も
要望されている。現在の自動車 1
台で 25～ 30 個のモータが使われ

ており、永久磁石を高性能化する
と自動車の軽量化を進めることが
できる 14、18）。また、エアコン等の
モータ効率も磁石技術に依存して
いる 19）。日本における家電製品の
モータ効率はすでにかなり高いと
言えるものの、モータはその絶対
数が非常に多い。3―2 で述べたよ
うに、日本の総電力の 50%～ 60%
はモータで消費されていることか

図表 5　ネオジム系焼結磁石の用途と組成

参考文献15）を基に科学技術動向研究センターにて加筆作成

2.0≈
Nd
Dy

出典：参考文献16）

図表 6　ディスプロシウムの製品別需要割合（2004 年日本市
場）

動車は生産増加が見込まれており、 ネオジム磁石の生産もこのまま増 加していくものと考えられる。
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ら、1%の効率改善でも大きな省エ
ネルギー効果が期待できる。近年
は、次世代自動車に代表されるよ
うに、エンジンからモータへ、あ
るいは油圧ポンプからモータへ、
という置き換えにより、様々な分
野で電動化が進んでいる。したがっ
て、エネルギー使用量に占めるモー
タの割合は今後さらに増えること
が予想され、永久磁石およびモー
タのさらなる高性能化が求められ
るのである。

4─2
日本における 3 つの国家的な

研究開発プロジェクト

　以上のようなネオジム磁石が直
面する課題の解決を目指して、現
在、磁石の研究開発として 3つの
国家的なプロジェクトが進められ
ている。
　○�希少金属代替材料開発プロ
ジェクト「希土類磁石向けディ
スプロシウム低減技術開発」

　　・�経済産業省・NEDO実施事業
　　・2007年に開始
　　・�喫緊の課題であるDy資源

問題に対応するためのプロ
ジェクト

　　・�以降では、これを「ネオジム
磁石の省Dy技術開発」と記
載する

　○�元素戦略プロジェクト「低希土
類元素組成高性能異方性ナノ
コンポジット磁石の開発」

　　・文部科学省実施事業
　　・2007年に開始
　　・�Dy資源問題への対応ととも

に磁石の高性能化も目的と
したプロジェクト

　　・�以降では、これを「ナノコン
ポジット磁石開発」と記載す
る

　○�希少金属代替材料開発プロ
ジェクト「Nd―Fe―B系磁石を
代替する新規永久磁石の開発」

　　・経済産業省・NEDO実施事業
　　・�2009 年度補正予算（第 2号）

により開始
　　・�Dy資源問題への対応ととも

に磁石の高性能化も目的と
したプロジェクト

　　・�以降では、これを「新規永久
磁石開発」と記載する

　なお、経済産業省・NEDOによ
る「希少金属代替材料開発プロジェ
クト」と文部科学省による「元素戦
略プロジェクト」とは、プロジェク
ト間の連携を図るために、産学の
有識者からなる合同戦略会議が設
置された。毎年 2月頃に東京大学
において公開合同シンポジウムを
開催するなどの方法で成果の共有
を行い、連携を強めている。

4-2-1　 希土類磁石向けディス
プロシウム低減技術開
発（ネオジム磁石の省
Dy技術開発）

　このプロジェクト研究は、高い
温度で用いられるネオジム磁石の
Dy使用量を 5年間で 30%削減す
ることを数値目標として、省Dy
でありながら高保磁力を有するネ
オジム磁石の開発を目指している。
　保持力は、逆磁区の発生確率を
減らすことにより、増加させるこ
とができることが分かっている。

逆磁区の発生確率を減らす方法と
しては、磁石粒子のサイズを小さ
くし単磁区粒子にすること（図表�
7 のⅠ）、および磁石の主相Nd2�
Fe14B界面の状態を良好にすること
（図表7のⅡ）が考えられている。
　Ⅰの方法は、粒径を小さくする
ことによって相対的に欠陥のサイ
ズを小さくするとともに、一つの
磁区（単磁区）からなる結晶粒を増
やすことにより保磁力が高くなる
という知見に基づいている。イン
ゴット作製方法であるストリップ
キャスティングの結晶粒層間隔を
減少させること、粉末作製時に用
いるジェットミルの高速化により
微粉末を得ること、焼結段階での
粒成長を抑えるため低温焼結する
ことなどの製造プロセスの研究開
発が試みられている 2）。これらの
結晶粒微細化の過程では、粒子の
表面積が増えてしまうことから、
酸化を抑制する課題と、同時に表
面に析出するNd―rich 相の均一性
を上げる課題に取り組んでいる。
Ⅱの方法では、薄膜技術を用いて
モデル界面を作製し、保磁力増加
にどのような界面が望ましいかを
見極め、プロセス改良への指針を
得ようとしている。これまでに、
粒界に析出するNd―rich 相（液相）
に溶け込む酸素量によって界面状

図表 7　ネオジム磁石保磁力増加の方法

出典：参考文献15）

µ
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態が変化すること、界面にアモル
ファス相が存在することなどが判
明した。また、強磁場を印加しな
がら熱処理するプロセスで保磁力
が増加することも見出された 20）。
　本プロジェクト研究の特色とし
ては、上記のⅠおよびⅡのような
製造プロセス技術開発を、新たな
指導原理の獲得や自動車用磁石へ
の応用開発と連携させる形で進め
ていることが挙げられる。新たな
指導原理を見出すために、ネオジ
ム磁石の界面ナノ構造や磁化過程
の解析を行うことによって、現状
の保磁力が異方性磁場の理論値
（90kOe）の 10%程度の値に留まっ
ていることや結晶粒を小さくして
も保磁力がある結晶粒径で急激に
低下してしまうこと等の理由を解
明しようとしている。さらには計
算科学を用いて保磁力向上の指導
原理を獲得し、製造プロセス技術
開発へ還元することも目指してい
る。一方、自動車用磁石への応用
開発では、ユーザーである企業と
の垂直連携により、製造プロセス
の研究開発によって開発された磁
石の耐久性評価やモータ適用時の
磁石の最適形状設計等を検討し、
結果を各製造プロセスの研究開発
に還元している。
　本プロジェクト研究の成果は、
2009 年 10 月に実施された研究評
価委員会による中間評価において、
「Dy使用量削減を可能にする磁石
保磁力発現の原理に基づく結晶粒
の微細化と粒子界面制御の両面か
らのアプローチで、中間目標（2009
年度にDy使用量原単位 20%削減
を達成）をクリアする成果を得てい
る。日本が独走している超強力磁
石分野のリーダーシップを更に強
化するものであり、研究発表や論
文も多く、新規性が強い世界トッ
プクラスの成果である」等の評価を
受けている 21）。

4-2-2　 低希土類元素組成高性
能異方性ナノコンポ
ジット磁石の開発（ナ
ノコンポジット磁石開
発）

　この文部科学省の元素戦略プロ
ジェクトでは、より長期的に行な
う研術開発が対象である 22）。
　磁石材料の特性を現在よりも向
上させるためには、2つのアプロー
チがあると考えられている 18）。一
つはNd2Fe14B化合物を凌駕する全
く新しい強磁性化合物を見出すア
プローチで、これについては、次
節のプロジェクト研究の目標に含
まれている。もう一つのアプロー
チはナノコンポジットの形成であ
り、この元素戦略プロジェクトで
試みられている。
　現状のネオジム焼結磁石の�
最大エネルギー積（BH）max の
世界最強レベルは約 60MGOe で、
Nd2Fe14B 化合物の理論限界と言わ
れる 64MGOe に近づいており、
10%程度の特性改善余地しか残っ
ていない。しかし、Nd2Fe14B 化合
物のハード磁性材料とそれよりも
飽和磁化の高い鉄などのソフト磁
性材料をナノコンポジット化し、
ハード相（硬質磁性相）とソフト相
（軟質磁性相）を磁気的に結合でき
るならば、Nd2Fe14B 化合物の理論
限界を凌駕することが可能である
と考えられている。
　ナノコンポジット磁石は液体急
冷法により製造される等方性磁石
開発の過程で見出された概念であ
る。佐川氏によるネオジム焼結磁
石の発明と同時期に、米国GM社
のクロートらはボンド磁石材料と
して液体急冷法によるネオジム磁
石を開発した 18、23）。
　工業的に用いられている磁石材
料は焼結磁石とボンド磁石に大別
される。焼結磁石とは、Nd2Fe14B
化合物の結晶粒の結晶磁化容易軸
を一方向に配向させた異方性磁石
であり、最大エネルギー積が高い。

一方、ボンド磁石は、磁石化合物
相のナノ結晶がランダムである原
料粉を液体急冷し、樹脂によって
固めた磁石であるため、磁気的に
は等方性の磁石であり、磁石の強
さは焼結磁石の半分である。しか
し、フェライト磁石よりは強く、
安価で、形状自由度にも優れてい
る。
　ナノコンポジット磁石は、ナノ
オーダーの微細なハード相とソフ
ト相からなり、両相間に交換結合
作用が働き、あたかも一つの磁石
単相のように振る舞う磁石である。
粒子間の交換相互作用により、完
全に等方的な微細構造から理論的
に予測される値よりも高い残留磁
化が得られる。等方性ナノコンポ
ジット磁石は従来のボンド磁石よ
りもNd濃度が低いため、安価で
耐食性にも優れており、中特性の
ボンド磁石用原料粉として商品化
されている 18、24）。希少金属が少な
いという意味では利点があるが、
等方性という特徴から、等方性ナ
ノコンポジット磁石は焼結磁石の
強さを超えることはできない。た
だし、10年以上も前から、ナノコ
ンポジット磁石の結晶磁化容易軸
を一方向に制御して異方性化でき
れば、焼結磁石の特性を上回る特
性が得られるはずとは言われてき
た。
　しかし、まだ、どの研究者もナ
ノサイズで結晶方位を揃えること
に成功していない。また、ナノコ
ンポジット磁石は大きな保磁力を
出せないという課題もあり、ネオ
ジム磁石のこれまでの研究では、
ソフト相の体積比率を増やすと保
磁力が急激に低下するという障害
を克服できていない 25）。これは、
材料設計概念において、保磁力発
現のための材料内部組織制御とい
う観点が欠如しているためである
と解釈されている。Dy削減が求め
られる中で、磁化を高める以上に
保磁力を上げることがより緊急度
の高い課題となっている。



資源問題に直面するモータ用永久磁石の研究動向と課題

17Science & Technology Trends   September  2010

　そこで、文部科学省元素戦略プ
ロジェクトにおける低希土類元素
組成高性能異方性ナノコンポジッ
ト磁石の開発では、FeとNd2Fe14B
化合物の異方性ナノコンポジット
を創製し、Dyを用いず、しかも
Ndの使用量を削減し、ネオジム焼
結磁石以上の強さを実現すること
を狙いながら、高保磁力基材磁石
粉末および高磁化金属ナノ粒子の
製法の開発することとともに、そ
の基盤となる組織生成および保磁
力発現メカニズムの解明を進めて
いる 26）。本プロジェクト研究では、
ネオジム焼結磁石より結晶粒径を
一桁小さくし、Dyを用いなくても
保磁力を保てる技術を実現しよう
としている。また、酸化されやす
いNd2Fe14B化合物を従来方法で微
細化するという方法では限界があ
るため、異方性集合組織を有しか
つ高保磁力を持つ粉末粒子の作製
にHDDRプロセスが試みられてい
る。HDDRプロセスとは、単結晶
粒子を高温水素中でナノ結晶組織
に分解した後に、水素を除去して
異方性集合組織を有する多結晶体
とするプロセスである。HDDRプ
ロセスは、反応条件の微妙な操作
により、再結合した結晶を概ね元
の方位に戻すことができる、とい
う興味深いプロセスであり、その
結晶粒径は、ネオジム焼結磁石に
おいて一般的に得られる結晶粒径
の約10分の 1の細かさである。
　本プロジェクト研究では、さら
には、Nd等の希土類の結晶磁気異
方性に依存せずに保磁力を高める
理論を見出そうとしている。Dyの
使用量を減らす目的で結晶粒微細
化を行なっても、Nd等の希土類は
温度を上げると磁気異方性が急激
に下がる、という状況には変わり
はない。しかし、もしも、希土類
鉄化合物中の鉄の結晶磁気異方性
を利用することができれば、鉄の
磁気異方性は温度に対して依存性
が小さいことから、磁石の保磁力
の温度による影響を減少させるこ

とができる。ハード相については、
異方性の内部組織をもつ粉末粒子
を作製している。これは 1980年代
に発明された技術だが、実際に取
り組んだ研究者の数は少なく、組
織生成に関してのいくつかの仮説
がある程度で、分かっていること
が非常に少ない。一方、ソフト相
については粒子サイズを5～10nm
にする技術はあるが、複合化プロ
セスへの適性やハード相との複合
化技術が確立しておらず、ナノ粒
子を作る過程でどうしても表面が
酸化するなど、まだ難易度の高い
課題が山積している。
　本研究プロジェクトは、組織生
成のメカニズム、保磁力の発現原
理、異方性磁石粒子の製造技術な
ど、解明あるいは解決されていな
い課題が多いため、新しい磁区観
察手段の研究や微細領域での組織
解析等を実施することで、まずは
メカニズム解明を試みている。本
研究プロジェクトは挑戦的な基礎
研究であるため、プロジェクト期
間内に実用化に到達することは目
指しておらず、プロジェクト終了
時点で、将来ナノコンポジット磁
石により実用磁石材料を工業的に
生産できる可能性があるか否かを
見極めることを目的としている。

4-2-3　 Nd―Fe―B系磁石を代
替する新規永久磁石の
開発（新規永久磁石開
発）

　2010年 3月より経済産業省・NE�
DO事業として、「希少金属代替材
料開発プロジェクト　①Nd―Fe―
B系磁石を代替する新規永久磁石
の開発及び②超軽量高性能モータ
等向けイットリウム系複合材料の
開発」が開始された 27）。本研究テー
マは、Dy等の希少金属安定供給確
保に資するものとして、緊急経済
対策（2009 年度補正予算（第 2号））
の一環で実施開始された。（独）新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）・テーマリーダー・採択

者の間での協議の上、実施期間に
おいて、実現可能な詳細目標を定
めるものとされた。
　①の採択テーマは、実質的には、
鉄－窒素系化合物を活用した新規
永久磁石材料の開発である。豊富
な資源である鉄と窒素を主原料と
し、現行のネオジム磁石の特性を
凌駕するポテンシャルを持つ高飽
和磁束・高磁気異方性新規磁石の
探索が行われている。具体的には、
鉄－窒素系化合物として窒化鉄系
材料と希土類R―Fe―Nに着目し、
ナノレベルの微細構造・形成過程
の解析と磁気特性評価を通して所
望の相の窒化鉄を合成する技術へ
指針を獲得し、R―Fe―Nのバルク
化技術を構築する。最終目的とし
て、電気自動車やハイブリッド自
動車の駆動用モータに用いられる
新規永久磁石を開発し、低炭素社
会の実現に貢献することを目指し
ている。
　②は永久磁石の研究開発ではな
く、将来的に現行のモータ部材に
置き換わる可能性のある次世代
モータを実現するため、イットリ
ウム（Y）系複合材料の開発を行う
ものである。

4─3
海外の生産および 

研究開発状況 28）

　図表 4に示したように、現在の
ネオジム系焼結磁石の生産は主に
日本と中国で行われており、欧米
の生産量はわずかである。1990 年
代は、日本の生産量が最も多く、
中国と欧米が同程度であった。そ
の後、日本と中国の生産量が伸び
たが、2006 年には中国の生産量が
日本の生産量を追い抜いている。
磁石の特性面では現時点でも日本
製がトップレベルと言われている
ものの、コストと資源産出を背景
に、量的には中国製が世界一となっ
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ている。また、中国・韓国・台湾
等のアジア諸国の磁石の研究活動
が活性化してきている。
　3章で述べたように、日本生産
のネオジム焼結磁石はハードディ
スク等の情報機器用に数は増えて
いるが、機器の小型・軽量化の影
響により、ネオジム焼結磁石生産
量に占める割合は減少してきてお
り、エアコン用・自動車用の割合
が増えている。一方で、現在の生
産量が世界一の中国は、2004 年の
統計によると、電動自転車・
VCM・MRI用などが約29%、スピー
カ・磁気セパレータ用などが約
44%、低グレード品の応用品が
20%程度となっている。次世代自
動車のモータなどの分野にはまだ
中国製は使われておらず、高性能

の磁石を要する用途には今のとこ
ろ、主に日本のメーカーの製品が
使われている。
　米国は、1960 年代は世界一で世
界を牽引していきたが、現在では
磁石産業がほとんど無くなった。
米国でのネオジム系焼結磁石の生
産は2004年の約100トンを最後に、
2005 年以降は生産されていない。
ただ、ごく最近、軍関係を含めて、
電磁変換関係のデバイスを中国と
日本からの供給に全面的に依存す
るという状況を懸念する意見もで
てきている。そこで、米国の研究
者の中には、米国の磁石研究をも
う一度復活させようという動きが
見られる。例えば、2009 年 1月 30
日には、デラウェア大学のGeorge 
C. Hadjipanaysis 教授が中心となっ

て、産学官から 44名の研究者が集
まり、米国における先端磁石材料
研究の復活を目的とした「The 
Future of High Performance 
Permanent Magnets in the USA」
と題するワークショップが開催さ
れた。
　欧州では、有名な磁石メーカー
も残っているが、ネオジム系焼結
磁石の生産量は 2007年で約 800ト
ンであり、これは日本および中国
の生産量より二桁小さい。欧州市
場では中国製品輸入量が増えてい
る。しかしながら、持続的社会の
構成要素としての永久磁石の研究
は重要であるという観点は存続し
ており、欧州のモータ企業から日
本の磁石研究者へのアプローチが
活発化してきている。

5   今後の永久磁石の基礎・基盤研究の進め方

　以上のモータ用永久磁石の研究
動向と課題を踏まえ、今後の永久
磁石の基礎・基盤研究の進め方に
ついての提言を筆者の所見として
述べたい。
　永久磁石の研究は長期間を要す
る挑戦的な研究である一方、画期
的な発明・発見のほとんどが実用
化につながっており、またその用
途もグリーン･イノベーションにお
いて大きなインパクトを有してい
る。したがって、グリーン･イノベー
ションへの貢献を目的とする基礎
研究・基盤研究として、まずは、
前述の国家的な研究開発プロジェ
クトのような公的資金の投入を今
後も継続・拡充すべきであろう。
　図表 8に各学会の最近の参加者
数あるいは発表件数を示した。こ
のような数にははっきり表れてい
ないものの、永久磁石の研究開発
に関する課題設定型の国家プロ
ジェクトが開始された 2007 年以
降、日本の関連学会での活動には
再活性化のきざしが見られると言

われている。この領域が再活性化
されてきているとの認識は、2010
年 6月 17日に磁石および地域経済
の産学官関係者 219 人を集めて開
催された「東北モータ磁石イノベー
ション戦略会議」の議論でも共有さ
れた。
　永久磁石の研究開発のような、
グリーン・イノベーションの課題
解決としての重要な目的基礎研究
に、政策的に光を当て、トップダ

ウン型で推進していくことの意義
は大きい。仮に研究開発投資効率
が一定だとすれば、研究開発投資
額が増額され、参画する研究者数
が増加すれば、画期的な発明や発
見に要する期間の短縮が期待され
る。
　もちろん研究開発投資額だけで
なく、研究開発投資効率を高める
よう努めていくことも必要である。
ネオジム磁石は極めて完成度の高

図表 8　日本の各学会における磁石関係参加者数および発表件数の推移

各学会データを基に科学技術動向研究センターにて作成
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い磁石であり、指導原理なしに組
成探索を行ってもブレークスルー
を起こすことは困難と考えられる。
これまでの磁石研究は産業界が経
験と勘で進めてきた感があるが、
もはや限界に達しており、大学に
新たな指導原理を求めているテー
マの一つであると言えよう。幸い、
計測技術には大きな技術革新が起
きており、例えば、マルチスケー
ル解析・NMR測定・中性子線回
析等を用いて、今まで測定できな
かったものが測定できるように
なってきている。また、第一原理
計算等に基づく計算科学の発展に
より、新たな理論解析が進み、材
料開発に寄与することも期待され
ている。例えば、前記の「ネオジム
磁石の省Dy技術開発」では、粒界
の組成・組織と保磁力・内部構造
との相互関係の解明、微小粒子集
団磁気特性測定による異方性と表
面の関係解明などの点で成果が出
始めている。このように、先端計
測技術による構造・機構解析と計
算科学による理論解析を組み合わ
せ、材料開発に新たな指導原理を
獲得し、新化合物の発見、磁石と
しての合金組織化へとつなげてい
くべきである（図表 9）。このチー
ムワーク型の計画研究は、すでに
「ネオジム磁石の省Dy技術開発」
のような国家的研究開発プロジェ
クトでも一部で試みられているが、
今後、さらに継続し強化していく
ことが望ましい。
　一方、2―2 で述べたように、歴
史的に見て、新しい永久磁石は大
胆な分野融合的発想あるいは情熱
と偶然からもたらされてきた。磁
石の研究には、素材としては物理
学・金属冶金学、開発においては
電磁工学、応用には機械・電子工
学というように、多くの専門知識
を必要とする。磁石はエネルギー
を運動に変換し、あるいは運動を
エネルギーに変換するための、電
気エネルギーと機械運動をつなぐ
重要な材料要素であると言えるが、

4―2 で述べたように未だ理論的に
解明されていない数多くの現象が
存在する。したがって、多様な専
門分野の研究者の参画が必要であ
る。例えば、工学部だけでなく理
学部の研究者の磁石研究への参画
も促進する必要があるだろう。し
たがって、プロジェクト以外でも、
個々の研究者の自由な発想に基づ
く研究提案を推進する公募研究の
必要性もある。異分野の研究者の
参加を促進するボトムアップアプ
ローチとしては、課題設定開発競

争型補助金 29）のような制度がよい
と思われる。
　イメージ的には、計画研究およ
び公募研究で構成される科学研究
費補助金・特定領域研究を、産学
官連携で大規模に集合させたよう
な進め方がよいのではないかと思
われる。すなわち、産学官による
研究拠点や集中研究室のスタイル
による計画研究と、計画研究のプ
ロジェクトリーダー等を中心に産
学官連携体制で設定した課題の公
募研究とを、同時に進めていくよ

科学技術動向研究センターにて作成

D Nd

図表 9　モータ用永久磁石の今後の基礎・基盤研究の進め
方（チームワーク型「計画研究」）

図表 10　モータ用永久磁石の課題、今後の基礎・基盤研究の進め方

科学技術動向研究センターにて作成
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うな仕組みである。図表 10には、
以上で述べた永久磁石の課題、そ
の解決に向けた研究開発の進め方
をまとめて図示する。
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1   はじめに

科学技術動向研究

緊急地震速報の開発と効用

松村　正三
客員研究官

　地震の揺れは、雷鳴と似ている。
夜空に映える稲光を見た人は、続
いて起きる雷鳴を予期して心の中
で身構える。この猶予時間は、光
と音の速度差によって生じたもの
である。地震の場合は、Ｐ波（Primary 
wave）とＳ波（Secondary wave：一
般にＰ波よりも振幅が大きく、近
い地震では、最大揺れ（主要動）は
Ｓ波到着直後に来ることが多い）の
波速の差が猶予時間を生みだすこ
とになり、前触れとしてのＰ波を
感知した時点で主要動を迎える準
備をスタートすることができる。
さらに、地震計を震源近傍に置い
ておけば、ここで感知したＰ波情
報を解析することで、離れた場所
ではＰ波の到着前に警報を出すこ
とも可能となる。
　揺れの事前警報がうまくいけば、
建物の倒壊等による死傷者を減ら
すことができるかもしれない。そ
れほどの揺れでない場合でも機械
を自動停止することで経済損失を
軽減できるかもしれない。さらに、
関連するシステム開発は新たなビ
ジネスチャンスを創出するかもし

れない。このようにさまざまな期
待を担った地震動の直前警報は、
アイデア自体は昔からあったもの
であるが、これを現実のものとす
るためには、観測網、解析システム、
通信システムの 3 つが適切な形で
出揃うことが必須要件であった。
そして、1995 年の阪神・淡路大震
災をきっかけとして我が国の地震
観測・研究の基盤が一新された結
果、このアイデアが具現化される
下地が整った。
　2007 年 10 月、気象庁はそれま
で進めてきた研究開発の成果に基
づいて、上記アイデアの実用化、
すなわち「緊急地震速報」（以下で
は「速報」）の一般運用に踏み切っ
た 1）。その後、2010 年 3 月までの
2 年半の間にテレビ等を通じて報
道された「速報」は 14 回を数え、「速
報」の存在は広く世間に知れ渡り、
定着することとなった（ただしこれ
は「速報」の内、後述する「警報」に
該当するものである）。この間、誤
発信、予測震度誤差などによる多
少の齟齬はあったものの、その性
能はほぼ想定の範囲内に収まり、

「速報」は、地震学の成果が直接、
生活に役立てられた実例としてマ
スコミからも好評を博している。
しかしながら、「速報」が生み出す
猶予時間は、実用上ぎりぎりのき
わどい範囲にあり、その現実的な
効用がいかに発揮されるかは、今
後の課題として残されたままであ
る。
　「速報」の実用化は技術開発とし
ての側面からも注目を浴び、「科学
技術動向」誌でもこれまで 3 度にわ
たってその内容が紹介されてき
た 2 ～ 4）。また、「速報」の仕組み 5）、
その利用心得 6）などについては、
気象庁のホームページ 7）に詳しく
解説されているので、そちらを参
照されたい。本稿では、「速報」の
仕組み、開発の経緯、運用の実態
などを概説するかたわら、実際上
の問題点として、震度が大きいほ
ど猶予時間が短くなるという「逆進
性」を取り上げ、筆者の所見を混じ
えつつ「速報」の限界を見据えた議
論を展開したい。
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2   「速報」の内容と位置づけ

2─1
「速報」の仕組み

　「速報」の原理は、図表 1 のよう
に、全国に張り巡らせた地震観測
網の中で震源に最寄りの観測点に
到着したＰ波を使って震源情報（位
置とマグニチュード）を推測し、こ
の推測に基づいて各地の揺れを算
出し、その結果を主要動の到着前
に通知する、というものである。
主要動は通常、Ｓ波の直後に来る
場合が多いので、Ｓ波の到着前を

「速報」発信の目標としている。気
象庁では、最寄り観測点 1 個の情
報だけからでも震源の位置および
マグニチュードを推測できる方法
を開発しており、これから得た結
果を第 1 報としている。ただし、
第 1 報にはかなりの不確定要素が
あるので、2 番目以降の観測点に
到着する地震波をも使って第 2 報、
第 3 報を発信する。
　このように原理は単純明快であ
るが、実際の状況はなかなか厳し
いことを具体例で示そう。全国に
配備された観測点は、気象庁の多
機能型地震計約 200 点と（独）防災科
学技術研究所の高感度地震計（Hi―
net）約 800 点をあわせて合計約
1000 点である。これらの平均間隔
は約 20km となるので、内陸直下
型地震の場合、最寄り観測点まで
の平均水平距離は約 10km となり、
これを代表値とする。震源の深さ
を 10km と想定すると、最寄り観
測点までの震源距離は約 14km で
ある。図表 2 では、「速報」を受信
する地点を、観測点の後方、震源
距離30kmと設定してタイムチャー

トを描いた。地震波速度は深さに
よって異なるが、深度 10km にお
けるＰ波速度 6km/ 秒、Ｓ波速度
3.5km/ 秒を用い、さらに浅層部通
過時の遅延 8）を加味して概算した。
最寄り観測点には地震発生から数
えて 3.0 秒でＰ波が到着する。現
状では第 1 報発信までに平均 5.5
秒かかっているので、これが対象
地点に届くのは 8.5 秒後となる。
同じ地点にＳ波が到着するのは、
10.7 秒後なので、この場合、「速報」
はかろうじて間に合うことになる
が、現実には、伝達のための遅延
も加わるので、図表 2 のケース、
すなわち震源から半径 30km 以内
では、実質的に間に合わないと見
なければならない。阪神・淡路大
震災（M7.3）の折に出現した「震災

の帯」注）は、ほぼこの 30km 圏内と
一致し、仮にこの当時「速報」があっ
たとしても、残念ながら間に合っ
ていなかったことになる。こうし
た事情から、気象庁では、“震源に
近いところでは、速報の発表が強
い揺れの到達に間に合わない”との
但し書きを付けている。勿論、距
離が遠くなれば猶予時間は延びて
ゆき、この試算でも 10km 遠ざか
るとともに猶予時間は約 3 秒ずつ
増加する計算となる。なお、図表
2 の場合でも、Ｐ波が対象地点に
到着するのは 5.7 秒後なので、前
触れとしてのＰ波の揺れは「速報」
が届く前にすでに始まっている。
したがって、後述する地震動感知
制御システムがＰ波で作動する場
合には、Ｓ波到着まで 5 秒程度の

図表 1　緊急地震速報の原理

科学技術動向研究センターにて作成

図表 2　地震波および緊急地震速報発信のタイムチャート（震源距離 30kmの場合）

科学技術動向研究センターにて作成

注：「震災の帯」･･･阪神・淡路大震災で出現した神戸市街地に沿う帯状の被害集中域のことを指す。断層と堆積盆地
が織り成す独特の地下構造によって揺れが増幅されたと考えられている。
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猶予時間を確保することができる。

2─2
「速報」の位置づけ

　現在、我が国の公的機関が発信
する地震関連情報には、①地震動
予測、②地震予知（現在、対象は東
海地震のみ）、③緊急地震速報、④
地震情報、の 4 種類がある（図表 3）。
項目の並びは地震発生からみた時
間の順で、①、②は地震発生前、③、
④は発生後の情報である。③の「速

報」は、一般的な地震予知が不可能
であるという現状を前提とした保
障措置であるとも言えるが、同時
に、地震発生に伴う被害状況把握
を目的とした④地震情報の先行情
報と見ることもできる。

2─3
「速報」の区分

　図表 3 でも示したように、「速報」
には、「地震動予報（以下、予報）」
と「地震動警報（以下、警報）」の 2

種類がある。この区分は厳密に定
義されているが、簡単に言えば、
境目は震度 5 弱以上の揺れが予測
されるか否かであり、これ未満で
は「予報」のみが、これを超えると

「予報」に加えて「警報」が発信され
る。「予報」は、（財）気象業務支援セ
ンターを介して専用端末を有する
専門ユーザーに向けて発信される。

「警報」は、テレビ・ラジオ・携帯
電話・防災無線を通じ、震度 4 以
上の揺れが予測される地域の住民
に向けて報道される。前者は 2006
年 8 月から、後者は 2007 年 10 月
から運用が始まった。

図表 3　公的機関が発信する地震関連情報

科学技術動向研究センターにて作成

3   「速報」開発の背景と経緯

3─1
地震動感知制御

　地震発生後いちはやく地震動を
感知してシステムの自動停止など
を制御しようというアイデアは、

「速報」以前からすでにいくつかの
システムで採用されてきた。例え
ば、どこの家庭にもあるマイコン

メーターでは、ガスメーター内に
地震動感知器が取り付けられ、一
定の揺れを感知した時点でガス供
給が自動遮断される。1980 年代に
東京ガス（株）が導入して以来、今で
は、プロパンガス会社を含めた全
国のガス供給会社が標準装備とし
て提供している。
　原子力発電所では、炉心地下に
埋設した地震計が強震動（200 ガル
前後）を感知した場合に原子炉を自

動停止する、というシステムを取
り入れている。最近では、2003 年
三陸南地震（M7.1）により女川発電
所が、2007 年中越沖地震（M6.8）に
より柏崎・刈羽発電所が、2009 年
駿河湾の地震（M6.5）により浜岡発
電所が緊急停止した実例がある。
いずれも自動停止システムは想定
どおりの機能を発揮した。ただし、
停止のための制御棒の挿入は強い
揺れの最中に行われたことを意識
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しておく必要がある。
　日常生活で利用する機会の多い
エレベーターにも、地震動感知に
よる最寄り階自動停止機能が組み
込まれている。しかし現実には、
地震時に停止し、かつ扉が開かな
いまま長時間エレベーター内に閉
じ込められるという事故が絶えな
い。
　以上、代表的な 3 例を挙げたが、
このほかにもさまざまな場面で独
自の制御機構が取り入れられてい
るはずである。感知する地震動の
レベルを低く設定している場合に
はＰ波で制御がスタートし、主要
動到達前にシステムを停止するこ
とも可能となる。これは、「速報」
の機能と類似しているが、「速報」
には、うまくいけばＰ波にも先ん
じて対処措置を始動できるという
優位性がある。

3─2
先行事例：ユレダス・
システムの開発と実績

　ユレダス・システムは、ＪＲ新
幹線沿線に配備された地震観測点
からの情報に基づいて、地震時に
列車を緊急停止させるためのシス
テムであり、「速報」の考え方を具
現化した世界でも初めてのシステ
ムと言える。その開発は 1980 年代
に遡るが、2004 年 10 月 23 日中越
地震（M6.8）で最初の試練に遭遇し
た。開発者の中村豊によると 9、10）、
震央から水平距離で 10 数 km 離れ
た場所を走行していた上越新幹線

「とき 325 号」は、主要動到着 2.5 秒
前に緊急停止信号を受け 1600m を
走行して停止、結果的に脱線はし
たものの死傷者を出す惨事には至
らなかった。初速 195km/ 時から
2.5 秒間で減速できた分は 8km/ 時
程度と推測される。僅かな減速で
あるが、高速走行ではその効果が
無視できない。いずれにせよ、「速

報」の考え方が現実の場で効を奏し
た世界で初めての事例と言うこと
ができる。

3─3
「速報」開発への過程

　阪神・淡路大震災をきっかけと
して組織された文部科学省地震調
査研究推進本部（以下、「推本」）は、
地震対策に関わる研究開発の指針
として「地震に関する観測、測量、
調査及び研究の推進についての総
合的かつ基本的な施策」（1999 年 4
月 23 日）11）を策定した。この中で
掲げられた 4 つの基本施策のひと
つに「リアルタイムによる地震情報
の伝達の推進」が謳われており、「速
報」の開発はこの施策の下で推進さ
れた。ただし、この施策における「リ
アルタイム地震情報」の概念は、「速
報」よりもむしろ発災時の状況把握
に重点が置かれていた。この当時、
カリフォルニア工科大学の金森博
雄によって「リアルタイム地震学」
というキーワードが提唱されてお
り、これは、すでに起きてしまっ
た地震の実態をすばやく分析し、
被害の程度や広がりをリアルタイ
ムで把握することで現実に即応し
た災害対策に役立てるという目的
をもった研究を指す。上記施策で

「リアルタイム」というキーワード
が採り入れられた背景には、阪神・
淡路大震災で実際の状況把握に遅
れがあったという深刻な反省があ
り、これが推本立ち上げのそもそ
もの動機でもあった。その意味で、

「速報」の開発は、施策策定の当初
時点ではむしろ二義的な位置づけ
にあったと考えられる。しかし、
全国に展開された基盤観測網の充
実とともに「リアルタイム研究開
発」の軸足は全体的に「速報」の実用
化へと移っていった。
　こうした流れと併行して、気象
庁では、気象審議会第21号答申（2000

年 5 月）に応えるべく全国 200 箇所
の多機能型地震計網をベースにし
た「ナウキャスト地震情報」の開発
が進められていた。また、（独）防災
科学技術研究所では、800 箇所の
Hi―net 観測網をベースにした「リ
アルタイム地震情報」の開発が進め
られていた。双方ともに、地震発
生情報をいちはやく発信するとい
う「速報」の趣旨を目的とするプロ
ジェクトであり、これらが独立に
推進されていたわけである。その
後、それぞれの開発が一段落した
時点で両プロジェクトは統合され、
新たに「高度即時的地震情報伝達網
実 用 化 プ ロ ジ ェ ク ト 」（2003 ～
2007 年度）12）が設立され、ここか
ら「緊急地震速報」が生み出される
こととなった。このプロジェクト
では、「速報」の手法開発のみなら
ず、その利活用が新たな研究分野
として取り組まれた。

3─4
海外の動向

　「速報」と同様の地震動直前警報
システムの研究・開発・運用は、
米国、メキシコ、台湾、ルーマニア、
トルコなどの諸外国においても進
められている。米国では 13）、リア
ルタイム地震学を提唱した金森博
雄らが、地震動直前警報の可能性
について言及し、その普及を呼び
かけているが、運用までには至っ
ていない。
　後述するように、「速報」と同様
のシステムは、内陸直下型地震よ
りも海溝型地震に対して効果が高
いという特徴から、日本と同じく
プレート沈み込み帯に位置するメ
キシコや台湾において特に注目を
浴びている。メキシコでは 14）、
1985 年に起きたミショアカン地震

（M8.0）の教訓に端を発し、CIRES 
（centro de instrumentacion y regis-
tro sismico：地震観測センター）15）
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が 、 S A S  （ S I S T E M A  D E 
ALERTA DE LA CIUDAD DE 
MEXICO） と呼ばれる地震動直前
警報システムの運用を 1991 年に開
始した。このシステムは、太平洋
沿いに起きる海溝型地震の発生を、
約 300km 離れたメキシコシティに
いちはやく通知するという役割を
担ってきた。1991 年 8 月から 4 年
間の運用で 292 回の警報が出され
ており、1995 年 9 月に起きた M7.3
の地震に際しては、主要動の 72 秒
前に通知がなされた。台湾でも 16）、
同様の目的をもつシステム VSN 

（Virtual Subnetwork）が運用され、

約 150km 離れた都市に 20 秒以上
の猶予時間をもって警報が届けら
れる。このシステムは 2000 年 12
月からの 1 年半の間に 54 個の地震
に対して警報を発したという実績
を持つ。
　ルーマニアでは 17）、ブカレスト
近郊で 150km の深さに M8 の地震
発生が予測されているが、これに
備えて 25 秒の猶予時間が期待でき
る EWS（Early Warning System）
というシステムの構築が提言され
ている。また、トルコでは 18）、イ
スタンブール近郊のマルマラ断層
に起きる地震を想定して、8 秒の

猶予時間を創出するための IER-
REWS（Istanbul Earthquake Rapid 
Response and Early Warning Sys-
tem）というシステムが提案されて
いる。
　このように同趣旨のシステムが
各国で開発あるいは運用に供され
ているが、その性能や効果は地域
性や国柄によってさまざまである。
この中でも完備した全国観測網を
ベースにした緻密な解析に基づく
という点で、日本の「速報」システ
ムが抜きんでていると言える。

4   「速報」運用の実態

4─1
「予報」と「警報」

　前述したとおり、日本における
「速報」の発信は、「予報」と「警報」
に区分される。区分は、対象とな
る震度の大きさに基づいているが、
伝達の仕方が異なる結果として発
信先対象が異なる。この違いは、「予
報」と「警報」の基本的な性格にも差
異をもたらす。簡単に言えば、前
者は専門ユーザー向け、後者は一
般向け、であり、それぞれの発信
の仕方は、図表 4 にまとめたとお
りである。
　「警報」は震度 5 弱以上が予測さ
れた場合に、テレビ・ラジオ・携
帯電話などを通じて対象地域の住
民に向けて発信される。2010 年 4
月までの 2 年半に実際に出された

「警報」は 14 回であり、この中には
予測震度 6 弱以上の 3 回（2008 年 6
月岩手・宮城内陸地震、2008 年 7
月岩手県沿岸北部、2009 年 8 月駿
河湾の地震）が含まれる。一方、震
度 5 弱を観測しながら「警報」が出
なかったケースが 5 回あるが、こ

れらはいずれも最大震度 4 と予測
されたためである。「警報」では、
震度分布や猶予時間の情報を省い
て「震央地名と強い揺れの予測され
る地域名」のみが報道される。
　一方、「予報」は、（財）気象業務支
援センターと契約した事業者や個
人に対して、専用端末を介して通
知される。2010 年 4 月までの 2 年
半の発信数は 1391 件と多数にのぼ
るが、これは、M3.5 以上、すなわ
ち比較的小規模の地震と推測され
た場合も発信条件に含まれるから
である。この中で震度 4 以上が観
測されたケースは 90 件にのぼる。

「予報」では、震源情報も通知され
るため、この情報を用いて、より
きめ細かい震度情報へと内容をカ
スタマイズすることも可能である。
ただし、現行では、こうした付加
情報を提供するためには気象庁長
官による許可が必要とされている。
図表 4 で「許可事業者」と表示した
事業者の数は 2010 年現在、50 余
社である。

4─2
「予報」の利用形態

　「予報」の発信先として図表 4 に
は各種の利用分野も挙げた。これ
らの発信先ではいずれも、利用者
がそれぞれの分野のプロフェッ
ショナルとして地震情報を利用す
る場面を想定している。
　3 － 3 節で紹介した「高度即時的
地震情報伝達網実用化プロジェク
ト」では、「予報」の利活用が研究課
題のひとつとされていた。この研
究課題を遂行するため、REIC （NPO
法人「リアルタイム地震情報利用 
協議会」）が設立された。REIC は、
消防防災・防災現場・医療・家庭
内自動制御・発電所や工場・通信・
学校・ダム・FM 文字多重チュー
ナー・LPG 自動遮断・ビル設備、
の 14 分野を取り上げ、それぞれの
現場で防災事業に携わる技術者と
連携して、「予報」の具体的な利活
用方法の開発を進めてきた 19、20）。
　「予報」の利用には、大きくわけ
て二通りの場面が考えられる。ひ
とつは、専用端末からの信号によ
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る自動制御である。例えば、エレ
ベーターの運転には地震動感知制
御が取り入れられているが、それ
にもかかわらず、地震の揺れに起
因する「閉じ込め事故」が一定の割
合で現実に発生してきた。揺れる
前に制御できる可能性のある「予
報」を用いればこの事故件数を減ら
せるだろうという期待は、分かり

易い「予報」の効用のひとつである。
「予報」は震度 3 からの揺れを通報
対象としている。この程度の揺れ
は、通常の生活では問題とならな
いが、建設現場、特にクレーン作
業では、事故を誘発する可能性が
ある。また、精密加工工場やデー
タセンターでは、小さな揺れでも
位置のずれやデータ欠損を引き起

こすことで大きな経済損失に結び
つく可能性がある。こうした意味
で「予報」による自動停止などの制
御が有用性を発揮する場面は決し
て少なくないだろう。
　他方、自動制御がなじまないと
しても、情報としての「予報」が意
味をもつ場面もある。例えば、病
院の手術現場に立ち会う医師らに
とって、まもなく襲来する揺れに
対して事前の通告があることは即
応的な心構えを形成するうえでき
わめて有用であろう。このような
場面は、図表 4 に掲げた分野以外
にも数多く潜在すると想像される。
ここで重要な点は、いずれの場面
においても「予報」の通知対象者は
それぞれの場のプロフェッショナ
ルであるということである。個人
で受信することも可能であるが、
基本的に「予報」では、通知を受け
た側が適切な対応を取れるものと
想定されており、したがって、受
け手にはプロフェッショナルとし
ての意識と感覚が要請される。

4─3
「警報」の効用

　「予報」がプロフェッショナルを
対象としたものであるとすると、
一方の「警報」の対象は一般人であ
る。気象庁のホームページでは、「警
報」を受信した場合の対応の仕方と
して、「家庭では」、「屋外では」・・・
といった 6 つの場面に応じたそれ
ぞれの心得を掲載している 6）。し
かし、咄嗟の状況で場面ごとに異
なる対応を取ることは実際には難
しいと思われる。訓練の成果を期
待できるプロフェッショナルと一
般人を同じに扱うことはできない。

“突然の警報に驚いて、どうしてよ
いか分からず立ちすくんでしま
う”、という状況が少なからず出現
しそうである。解説書 19）などによ
ると、これは一般に望ましくない

図表 4　緊急地震速報の発信形態

科学技術動向研究センターにて作成

許可事業者

専用端末利用者
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対応とみなされているが、筆者は
必ずしもそうとは思わない。冒頭
で例示した稲光のように、たとえ
立ちすくんでしまうとしても、そ
の瞬間、ある種の心構えが形成さ
れるだろうからである。
　「警報」は、どこか 1 箇所でも震
度 5 弱以上が予測される場合、震
度 4 以上が出るすべての地域に対
して通告される。結果的に、通告
を受ける側の多くの揺れはせいぜ
い震度 4 ということになる。震度

4 では現実的な被害はほとんど発
生しないが、筆者の経験によれば、
その場に出くわした時の心理的な
不安には相当なものがある。不意
に始まった揺れがどこまで大きく
なるかが分からないからである。
このような場面で、もしも地域ご
との最大震度が事前通告されるな
らば、それが心理面に及ぼす効果
は充分に高いと思われる。現在の

「警報」には予測震度に関する情報
が含まれていないが、これを通知

するかどうかは今後の検討課題の
ひとつではないだろうか。
　「警報」を受信する場面の中で最
大の問題となりそうなのは、自動
車の運転時である。これは、一般
人でありながらプロフェッショナ
ルとしての対応が求められる場面
でもある。気象庁は“あわててス
ピードを落とさない”に始まる 3 つ
の心得を提示しているが、遭遇す
る状況は千差万別であり、今後と
も悩ましい問題のひとつである。

5   「速報」の問題点と改善の方向性

5─1
震度と猶予時間の逆進性

　序節で述べたように、「速報」に
は震度が大きいほど猶予時間が短
くなるという逆進性がある。この
ことをグラフを使って解説してみ
よう。図表 2 では、震源距離 30km
の 地 点 に 届 く 第 1 報 の タ イ ム
チャートを表示したが、ここでは
さらに震度も検討に入れて試算を
行う。図表 5 では、地震のマグニ

チュードに応じ、震度 4・5 弱・5 強・
6 弱・6 強となる範囲に対して、Ｓ
波到着時刻と第 1 報発信（グラフ下
部のマスクした部分）との時間関係
を描いた。両者の時間差が猶予時
間である。この計算には、気象庁
が用いる揺れの距離減衰式や震源
域の評価方法などをそのまま使っ
ている。左図は内陸直下型地震の
場合、右図は海溝型地震の場合で、
震源の深さは 10km、最寄り観測
点 ま で の 水 平 距 離 を そ れ ぞ れ
10km、50km とした。なお、地盤
増幅度は 1.0、気象庁の報告に基づ

いて第 1 報発信までに 5.5 秒かか
ると仮定した。
　このグラフから、同じ震度に対
しては、マグニチュードが大きく
なるにつれ、すなわち大きい地震
になるほど猶予時間が延びること
が分かる。一方、マグニチュード
を固定したとき、すなわち発生し
た 1 個の地震に注目すると、震度
が大きい地点ほど猶予時間は短い
という逆進性がある。
　気象庁資料「計測震度と被害等と
の関係」21）によれば、建物損壊な
どの深刻な被害が出るのは計測震

科学技術動向研究センターにて作成

図表 5　震度別のＳ波到着時刻。左図：内陸直下型地震（震源深さ 10km、最寄り点までの水平距離 10km、地盤増幅率 1.0
を仮定）、右図：海溝型地震（同、水平距離 50kmを仮定）。マスクした部分は、第 1報発信までの経過時間を示し、
これよりも上方が猶予時間となる。
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度 5.5 程度、すなわち震度 6 弱か
らである。これは、建築基準法が
改正された 1981 年以前の建物に対
してもあてはまる。例えば、図表
5 の左図で M7.2 の場合、震度 6 弱
で揺れる地域の最外縁にＳ波が到
着するのは発震後 11.6 秒、第 1 報
発信は 8.5 秒後であり、3 秒程度の
猶予時間が生まれることになる。
同じ地震でも震度 4 の地域につい
ては 21.3 秒以後に揺れがくるため、
12 秒以上の猶予時間がある。図表
6 に、2008 年 6 月 14 日に起きた岩
手・宮城内陸地震（M7.2）の実例に
おける猶予時間と震度分布を示す
が、ほぼ図表 5 の計算どおりとなっ
ていることが分かる。
　近年大規模災害をもたらした
1995 年阪神・淡路大震災（M7.3）を
含め、1900 年以降、我が国で 10
人以上の死者を出した地震災害は
36 回を数える。図表 7 は、これを
内陸直下型地震（左図）と海溝型地
震（右図）に分類したときのマグニ
チュード分布を示す（日本海東縁に
起きた地震は海溝型に含めた）。内
陸直下型地震 23 個の平均マグニ
チュードは M7.0 ± 0.2 であり、図
表 5 を見ると、伝達のための遅延
をも考慮した場合、これらの地震
による震度 6 弱以上の揺れに対す
る猶予時間はほとんど無いという
ことになる。したがって、仮にこ
れらの地震で「警報」が出ていたと
しても死者数を減ずるまでの効果

があったかどうかは疑問である。
　一方、海溝型地震 13 個の平均マ
グニチュードは M7.8 ± 0.3 であり、
同じ震度 6 弱以上に対しても場所
によっては 10 秒を超える猶予時間
が生まれる。図表 5 の右図では、
最寄り観測点の震源までの水平距
離を 50km として計算したが、震
源に近い海底に地震計が設置され
ていれば猶予時間はさらに延びる。

図表 8 には、すでに観測が実施さ
れているケーブル式海底地震観測
点の位置を示した。釧路沖、三陸沖、
相模湾、遠州灘、室戸岬沖と全て
太平洋沿岸であり、中でも特に注
目されるのは紀伊半島沖である。
この場所は、近い将来の東南海・
南海地震の震源になると目されて
おり、同図表内の挿入図が示すよ
うに、ここには現在、（独）海洋研究

出典：気象庁7）

図表 6　2008 年岩手・宮城内陸地震（M7.2）の際の「速報」の実例

緊急地震速報（予報）の
第 1報発表から主要動到達までの時間（秒）

岩手県奥州市
－（震度6強）

宮城県栗原市
1秒（震度6強）

宮城県仙台市
16秒（震度5強）

7

6強

6弱

5強

5弱

4
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図表7　1900年以降、10人以上の死者を出し被害地震の個数。左図は内陸直下型地震。右図は海溝型地震（日本海東縁を含む）。
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開発機構によって大規模な海底地
震観測網が整備されつつある 23）。
したがって、このような海溝型地
震に際しては、「警報」の本領が発
揮されるものと期待できる。

5─2
予測手法の課題と改善

　すでに実運用されている「速報」
では、現在もなお改善の努力が続
けられている。改善のポイントは、
予測の精度を上げることである。
　第 1 報は、最寄り観測点で受け
たＰ波信号だけを使って解析した
情報であるが、現行手法では震源
を推定するために、レベル法 5）と
B －Δ法 5）という方法が用いられ
ている。レベル法とは、100 ガル
以上の強い揺れを検知した時点で

情報を出すもので、ほとんど処理
時間を要さないが、震源解析を行
うためには複数観測点の情報が必
要となる。一方、B －Δ法では 1
観測点情報だけから震源解析を行
う。震源解析では、位置、発震時、
マグニチュードと合計 5 個の未知
数があり、1 観測点だけの情報で
これら全てを決めることには基本
的に無理がある。しかし、B －Δ
法では、3 成分の信号から波の到
来方向を定めると同時に、遠い地
震ほど散乱波成分が多くなるとい
う波形の特徴から距離を推測して
震源の位置を決めるといった巧妙
なやり方で不足する情報を補いつ
つ、迅速な震源情報の提供を実現
する。さらに、周りの観測点に未
だ地震波が到着していないという
情報をも活用するテリトリー法 5）、
グリッド・サーチ法 5）、着未着法 24）

などと呼ぶ手法を用いることで、

震源位置に関しては、現時点でも
きわめて短時間に相当の確度を
もった結果を得ることができてい
る。
　これに対して、難しいのはマグ
ニチュードの推定である。通常、
マグニチュード決定には地震波全
体の情報が使われるが、第 1 報で
はＰ波の立ち上がり部分だけで推
測しなければならない。この結果、
予測震度にある程度の誤差、ある
いは不確定さの含まれることが避
け難い。本来のマグニチュードは
地震波全相の最大振幅から決定さ
れるが、「速報」第 1 報のマグニ
チュードの値は、Ｐ波立ち上がり
から 3 秒分の波形のみで算出され
る。断層面のずれ速度を 1m/ 秒と
して単純に考えれば、最大 3m の
ずれ量、すなわち M7.5 までの地震
が評価できる対象となる。また、
破壊の伝播、すなわち断層面の成
長がＳ波速度で進むとすると、最
大 20km の断層長すなわち M7.0 ま
でが正しい評価の範囲となる。こ
のような制約から M7 クラス以上
の大きい地震の速報では、マグニ
チュードの正確な評価が行えない。
第 2 報、第 3 報と地震波の成長に
あわせてマグニチュードの推定値
は更新されていくが、大きい地震
に対して第 1 報のマグニチュード
が過少評価に偏りがちという問題
からは免れ得ない。過去 2 年半の
実績をみても、実際に震度 5 弱以
上が出現した 19 件のうち 5 件で予
測震度が「警報」基準に達しなかっ
た。この問題は「速報」改良におい
て特に重要な課題とみなされてい
る。さまざまな新手法も提案され
ているが、即時性と精度の相反性
という問題は最後まで残る。
　同様に、巨大地震の震源域の把
握も重要な課題のひとつである。
地震の破壊は震源近傍にとどまる
わけではなく、例えば M8 地震の
場合は 100km を超えるスケールの
震源域が破壊されることになり、
震源から遠く離れた地点であって
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図表 8　想定される海溝型地震とケーブル式海底地震計（◎）。右下図は、
南海トラフ地震に向け、（独）海洋研究開発機構が熊野灘に整備中
の海底地震・津波観測網。

地震調査研究推進本部22）および（独）海洋研究開発機構23）の資料を基に、
科学技術動向研究センターにて作成
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も震源域近傍となって震度 6 クラ
スの揺れに見舞われる可能性が出
てくる。現在の解析手法では、震
源距離の代わりに、マグニチュー
ドに応じた大きさの球面からの距
離を使って近似計算を行っている
が、このやり方では、大きな地震
になるほど実態からのずれが大き
くなる。そこで、震源域を即時把
握するためのいくつかの手法も考
案されている。「速報」の精度向上
の努力は休みなく続けられている
が、地震が大きいほど扱いが難し
く、また、実際の検証の機会が少
ないという研究上の壁が立ちはだ
かっている 25）。
　前述したように、「速報」の真価
が期待されるのは海溝型地震に対
してである。その中でも最大規模
の地震として、次期東南海・南海
地震が主要なターゲットとなるだ
ろう。現在の「速報」は、あらゆる
地震をターゲットとした「汎用速
報」であるが、これとは別に東南海・
南海地震に的を絞った特別な解析
手法や特別な通報形式を前提とし
た「特別速報」といった形を検討す
る必要があるのではないだろうか。

5─3
利用者側から見た考え方

　前述したように、「予報」は専門
的利用者に向けてのサービスであ
る。気象庁長官からの認定を受け
た許可事業者は、気象庁が提供す
る情報を基にして、独自に解析し
た情報を付加することができる。
特に重要な付加情報は、きめ細か
い地盤情報に基づいた予測震度の
精密化である。気象庁提供の予測
震度は、約 10km 角で平均した粗
い地盤情報に基づいているが、実
際の地盤状況は細かい区画ごとに
異なり、場所によっては一軒ごと
に異なるといっても過言でない。
高層ビルの場合は、階層ごとにも

異なるだろう。そこで、「予報」を
配信する会社は、顧客の固有条件
を加味した情報を提供することで、
他社との差別化を図ることが可能
となる。このように、「予報」提供
ビジネスでは、利用者ごとに微妙
に異なる「予報」へのニーズを的確
に汲み取ることが鍵となろう。
　「警報」の発信頻度は、「予報」の
たかだか 1% にすぎない。しかし、
緊急地震速報がこれだけ人口に膾
炙することとなった所以は、「警報」
の発信によるところが大きい。逆
に言えば、「警報」に対する評価が
そのまま「速報」への評価となりが
ちである。そういった意味で運用
開始後の 2 年半の報道をみると、
マスメディアを始め、「速報」開発
の関係者も含めて、“主要動に間に
合ったかどうか”の一点にこだわり
すぎるとの印象を抱かされる。直
前通知が「警報」の最大の売りとさ
れる以上、世評の注目がこの点に
ばかり向いてしまうことにはやむ
を得ない面もある。もちろん、解
析手法やシステムの改良を図るこ
とで猶予時間を引き延ばすことへ
の挑戦は続ける必要がある。しか
し、それも原理的な限界を超える
ことはできない。「警報」発足当初
の物珍しさが落ち着いた今、「警報」
利用への現実的な対処を考える時
期ではないだろうか。例えば、猶
予時間を見込めない直下型地震に
対しては、「警報」が間に合うかど
うかへのこだわりを捨て、むしろ

「警報」のリアルタイム性に目を向
けるべきであろう。これは、「警報」
を地震動感知制御の一環として扱
うことを意味する。地震動感知制
御は「警報」が生まれる以前からさ
まざまな分野で利用されてきたわ
けであるが、「警報」が社会に浸透
しつつある今、「警報による制御」
という新たな利用形態があり得る
のではないだろうか。例えば、テ
レビのデジタル化を利用して、「警
報」に伴う制御信号を各家庭に配給
するといったことも考えられる。

　一方、「予報」や「警報」の汎用的
利用にはなじまない分野も存在す
る。その極端な一例が原子炉であ
る。原子炉にはすでに地震動感知
制御が導入されているが、ここに

「予報あるいは警報による制御」を
組み込むことは、少なくとも現時
点では問題が多すぎる。この場合
はむしろ、「速報」の考え方に基づ
いて原子炉側が自前の制御システ
ムを構築することが望まれる。す
なわち、現在の地震動感知制御の
ための地震計を炉の遠隔地に設置
することである。実際に、炉を取
り囲む地震計網を敷設し、さらに
は数千 m の深さを持つ井戸底に地
震計を設置して、制御棒を挿入す
るための 2 秒前後の猶予時間を稼
ごうという構想が、すでに具体化
されつつある。

5─4
津波警報改良という波及効果

　「速報」開発の波及効果として、
津波警報の改良が進むことが期待
される。1952 年の気象業務法に基
づいて発足した津波警報は、1980
年のコンピューター化によって実
質的な警報のレベルに到達した。
しかしその後に起きた 1983 年日本
海中部地震（M7.7）、1993 年北海道
南西沖地震（M7.8）では、いずれも
沿岸部住民への警報が間に合わず、
死者・行方不明者がそれぞれ 100
名と 259 名に達した。日本海側で
は震源位置が海岸に近いため、地
震発生後津波の襲来までの時間が
短く、日本海中部で最速 7 分、北
海道南西沖では同 3 分であった 26）。
しかし短いとはいえ分のオーダー
であり、「速報」が秒単位の猶予時
間を問題にしていることに比較す
れば、技術課題のしきいは低い。
データ受信・解析・通信の確実性
も含め、「速報」の迅速化に関わる
改良の効果は、津波警報の迅速化
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を促すものであり、その方向での 改良が進んでいる。

6   まとめ

　「速報」が世に出た時点では、こ
れをひとつのビジネスチャンスと
とらえる動きがあった。ところが
今では、“緊急地震速報提供サービ
ス事業から撤退する企業が多く・・・
防災に手を出すとリスクが大きい
ということが教訓として残ってし
まっています”という分析さえなさ
れている 27）。一方で、「速報」は、
地震研究が直接、生活に関わって

“役に立つ”成果を示し得た数少な
い事例のひとつとして社会から歓
迎され、日常生活の中に浸透しつ
つあることも事実である。「速報」
ビジネスが、ビジネスとして成り
立つかどうかの分かれ目は、「速報」
の実態が少しずつ明らかになって
きたこれからが正念場と言えよう。
実際、直下の地震に対しては間に
合わないという「速報」の弱点を逆
手にとって、専用端末に地震計を
組み込んだシステムなども開発さ
れ、市販化されている。
　同じ意味で、「速報」には今後の
地震防災対策の本命といわんばか
りの期待がかけられているが 28）、
期待ばかりが先行してしまうこと
が懸念される。こうした期待はや
やもすれば過大に陥り易く、実態
との間に大きな隔たりが生じてし
まう、ということがこれまでの防
災対策の常でもあったからである。
開発当初の期待が膨らむのはある
意味当然であるが、運用がある程
度進展した時点では、実績を踏ま
え、「速報」の持つ意味とその限界
を弁えた上での現実的な対応へと
進化していく必要がある。以下に
は、「速報」の現実的な位置付けを
どこに見るべきかという趣意のも
とに、本稿に掲げた筆者の主な論
点と提言をまとめた。

①�「警報」と「予報」は、対象となる
予測震度の範囲が異なるだけで
あるが、一般人か専門ユーザー
かという発信先の違いがそれぞ
れの情報の性格、効果、利用形
態に大きな差を生み出す。「速報」
を論じる際には、両者を分けて
考える必要がある。

②�「速報」には揺れが大きいほど猶
予時間が短くなるという逆進性
がある。実際の場面では、「警報」
によって震度 4 の揺れに対し余
裕をもって対処できた、という
経験が大部分となり、これが確
実に約束された効果という印象
となって定着してしまうことに
懸念を感じる。

③ �2 年半の実績ではまだ「速報」の
本領が発揮されるべき場面が出
現していない。今後の経験を重
ねていく中で、それぞれの場に
おける利用者が、「速報」の性格
と限界を弁えた上で、もっとも
効果的な利用方法を学習してい
く必要がある。また、「速報」の
受信者が経験を積んで学習を深
めていく上で震度情報がもたら
す意義は大きい。現在の「警報」
では震度情報が省かれている
が、伝え方の工夫も含め、予測
震度分布情報を発信することが
望まれる。

④�死傷者を出すといった深刻な被
害は、概ね震度 6 弱以上で発生
する。例外はあるものの、内陸
直下型地震の場合、この大きさ
の揺れに対して「速報」は間に合
わない。他方、海溝型地震の場
合は、10 数秒以上の猶予時間を
生む可能性がある。特に期待さ
れるのは、海底地震観測網が整
備されつつある次期東南海・南

海地震に対してである。これら
に特化した特別速報を開発する
意義があるのではないだろうか。

⑤�海溝型巨大地震の場合は、近辺
だけではなく遠方の沖積平野や
堆積盆地、特に関東平野におけ
る長周期地震動が問題となる。
長周期地震動がもたらす災害の
研究はまだ緒に就いたばかりで
あるが、この場合、数十秒の猶
予時間をもたらす「速報」には大
きな減災効果が期待できる。

⑥�マスメディアや速報開発関係者
は、「警報」が揺れの到着前に間
に合ったかどうかということに
こだわりすぎる。たとえ間に合
わない場合でも、地震とほぼ同
時に発信するという「警報」のリ
アルタイム性に注目すべきであ
る。現在の「警報」には自動制御
という考え方はないが、内陸直
下型地震の強い揺れに間に合わ
ないという「警報」の弱点を補完
する意味で、将来的には「警報に
よる制御」という考え方を取り入
れることも必要ではないだろう
か。
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